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平成２０年（行ケ）第１００４６号 審決取消請求事件

平成２１年３月１７日判決言渡，平成２１年２月２４日口頭弁論終結

判 決

原 告 株式会社立石構造設計

訴訟代理人弁護士 木下洋平

被 告 住友林業株式会社

訴訟代理人弁護士 山崎司平，柳楽久司，正岡有希子，星晶広

訴訟代理人弁理士 加藤雄二

主 文

原告の請求を棄却する。

訴訟費用は，原告の負担とする。

事実及び理由

第１ 原告の求めた裁判

「特許庁が無効２００７－８０００８６号事件について平成２０年１月８日にし

た審決を取り消す。」との判決

第２ 事案の概要

本件は，特許を無効とした審決の取消しを求める事案であり，原告は無効とされ

た特許の特許権者（共有持分権者），被告は特許無効審判の請求人である。

１ 特許庁における手続の経緯

(1) 原告，株式会社朝陽工務店及びＡは，発明の名称を「建築物の構造計算装

置，コンピュータプログラム，記録媒体及び建築物」とする特許第３８４８２０８

号（平成１４年５月１０日特許出願（国内優先権主張：平成１３年１２月３日）。

平成１８年９月１日設定登録。以下「本件特許」といい，本件特許に係る明細書

（甲３）を「本件明細書」という。）の特許権を共有する者である（甲３）。

(2) 被告は，平成１９年４月２５日，原告，株式会社朝陽工務店及びＡを被請

求人として，本件特許（請求項１ないし９）につき，特許無効審判を請求し，無効
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２００７－８０００８６号事件として係属した。

(3) 特許庁は，平成２０年１月８日，「特許第３８４８２０８号の請求項１な

いし９に係る発明についての特許を無効とする。審判費用は，被請求人の負担とす

る。」との審決をし，同月１８日，その謄本を原告に送達した。

２ 発明の要旨

審決が対象とした本件特許に係る請求項１ないし９の記載は，次のとおりである

（以下，請求項１ないし９に係る発明をそれぞれ「本件発明１」ないし「本件発明

９」といい，本件発明１ないし本件発明９を併せて「本件各発明」という。なお，

以下の「１Ａ」等の符号は，審決が便宜上付したものである。）。

「【請求項１】

１Ａ 面状の基礎スラブを有する基礎構造により上部構造を支える建築物の構造を

計算する装置において，

１Ｂ 上部構造の架構，該上部構造に作用する荷重，基礎構造の形状，及び地盤特

性を受け付ける第１受付手段と，

１Ｃ 該第１受付手段により架構を受け付けた上部構造に，前記第１受付手段によ

り受け付けた荷重が作用することによって生じる応力及び変形を計算する計算手段

と，

１Ｄ 該計算手段により計算した応力を含む，前記基礎構造に作用する荷重を受け

付ける第２受付手段と，

１Ｅ 前記基礎スラブの全面を分割する節点と，建築物を支える地盤との間に，前

記第１受付手段により受け付けた地盤特性を示すばね要素を想定して前記基礎構造

の力学モデルを作成する作成手段と，

１Ｆ 前記第１受付手段により形状を受け付けた基礎構造に，前記第２受付手段に

より受け付けた荷重が作用することによって生じる応力を，前記作成手段により作

成した力学モデルを用いて有限要素法により計算する手段と

１Ｇ を備えることを特徴とする建築物の構造計算装置。
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【請求項２】

２Ａ 面状の基礎スラブを有する基礎構造により上部構造を支える建築物の前記基

礎構造を，前記上部構造に生じる応力を用いて計算する装置において，

２Ｂ 基礎構造の形状，地盤特性，及び前記応力を含む，前記基礎構造に作用する

荷重を受け付ける受付手段と，

２Ｃ 前記基礎スラブの全面を分割する節点と，建築物を支える地盤との間に，前

記受付手段により受け付けた地盤特性を示すばね要素を想定して前記基礎構造の力

学モデルを作成する作成手段と，

２Ｄ 前記受付手段により形状を受け付けた基礎構造に，前記受付手段により受け

付けた荷重が作用することによって生じる応力を，前記作成手段により作成した力

学モデルを用いて有限要素法により計算する手段と

２Ｅ を備えることを特徴とする建築物の構造計算装置。

【請求項３】

３Ａ 前記建築物を支持すべく杭を打設する又は杭状地盤改良を行う箇所の配置，

及び前記杭又は前記杭状地盤改良の特性を受け付ける手段をさらに備え，

３Ｂ 前記作成手段は，前記基礎スラブの全面を分割する節点のうち，前記杭を打

設する又は前記杭状地盤改良を行う箇所に対応する節点を除く節点と，建築物を支

える地盤との間に，前記受け付けた地盤特性を示すばね要素又は杭基礎の特性を考

慮したばね要素，又は前記杭若しくは前記杭状地盤改良された地盤により支持され

る前記基礎構造の特性を考慮したばね要素を想定して前記基礎構造の力学モデルを

作成すべくなしてあることを特徴とする請求項１又は２に記載の建築物の構造計算

装置。

【請求項４】

４Ａ コンピュータに，面状の基礎スラブを有する基礎構造により上部構造を支え

る建築物の構造を計算させるためのコンピュータプログラムにおいて，

４Ｂ コンピュータに，上部構造の架構を受け付けさせる第１受付ステップと，
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４Ｃ コンピュータに，前記上部構造に作用する荷重を受け付けさせる第２受付ス

テップと，

４Ｄ コンピュータに，前記第１受付ステップにより架構を受け付けさせた上部構

造に，前記第２受付ステップにより受け付けさせた荷重が作用することによって生

じる応力及び変形を計算させる計算ステップと，

４Ｅ コンピュータに，基礎構造の形状及び地盤特性を受け付けさせる第３受付ス

テップと，

４Ｆ コンピュータに，前記計算ステップにより計算させた応力を含む，前記基礎

構造に作用する荷重を受け付けさせる第４受付ステップと，

４Ｇ コンピュータに，前記基礎スラブの全面を分割する節点と，建築物を支える

地盤との間に，前記第３受付ステップにより受け付けさせた地盤特性を示すばね要

素を想定して前記基礎構造の力学モデルを作成させる作成ステップと，

４Ｈ コンピュータに，前記第３受付ステップにより形状を受け付けさせた基礎構

造に，前記第４受付ステップにより受け付けさせた荷重が作用することによって生

じる応力を，前記作成ステップにより作成させた力学モデルを用いて有限要素法に

より計算させるステップと

４Ｉ を実行させることを特徴とするコンピュータプログラム。

【請求項５】

５Ａ コンピュータに，面状の基礎スラブを有する基礎構造により上部構造を支え

る建築物の前記基礎構造を，前記上部構造に生じる応力を用いて計算させるための

コンピュータプログラムにおいて，

５Ｂ コンピュータに，基礎構造の形状，地盤特性，及び前記応力を含む，前記基

礎構造に作用する荷重を受け付けさせる受付ステップと，

５Ｃ コンピュータに，前記基礎スラブの全面を分割する節点と，建築物を支える

地盤との間に，前記受付ステップにより受け付けさせた地盤特性を示すばね要素を

想定して前記基礎構造の力学モデルを作成させる作成ステップと，



- 5 -

５Ｄ コンピュータに，前記受付ステップにより形状を受け付けさせた基礎構造に，

前記受付ステップにより受け付けさせた荷重が作用することによって生じる応力を，

前記作成ステップにより作成させた力学モデルを用いて有限要素法により計算させ

るステップと

５Ｅ を実行させることを特徴とするコンピュータプログラム。

【請求項６】

６Ａ コンピュータに，前記建築物を支持すべく杭を打設する又は杭状地盤改良を

行う箇所の配置，及び前記杭又は前記杭状地盤改良の特性を受け付けさせるステッ

プをさらに備え，

６Ｂ 前記作成ステップは，コンピュータに，前記基礎スラブの全面を分割する節

点のうち，前記杭を打設する又は前記杭状地盤改良を行う箇所に対応する節点を除

く節点と，建築物を支える地盤との間に，前記受け付けさせた地盤特性を示すばね

要素，又は前記杭若しくは前記杭状地盤改良された地盤により支持される前記基礎

構造の特性を考慮したばね要素を想定して前記基礎構造の力学モデルを作成させる

べくなしてあることを特徴とする請求項４又は５に記載のコンピュータプログラム。

【請求項７】

７Ａ コンピュータに，面状の基礎スラブを有する基礎構造により上部構造を支え

る建築物の構造を計算させるためのコンピュータプログラムを記録してあるコンピ

ュータでの読み取りが可能な記録媒体において，

７Ｂ コンピュータに，上部構造の架構を受け付けさせる第１受付ステップと，

コンピュータに，前記上部構造に作用する荷重を受け付けさせる第２受付ステップ

と，

コンピュータに，前記第１受付ステップにより架構を受け付けさせた上部構造に，

前記第２受付ステップにより受け付けさせた荷重が作用することによって生じる応

力及び変形を計算させる計算ステップと，

７Ｃ コンピュータに，基礎構造の形状及び地盤特性を受け付けさせる第３受付ス
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テップと，

７Ｄ コンピュータに，前記計算ステップにより計算させた応力を含む，前記基礎

構造に作用する荷重を受け付けさせる第４受付ステップと，

７Ｅ コンピュータに，前記基礎スラブの全面を分割する節点と，建築物を支える

地盤との間に，前記第３受付ステップにより受け付けさせた地盤特性を示すばね要

素を想定して前記基礎構造の力学モデルを作成させる作成ステップと，

７Ｆ コンピュータに，前記第３受付ステップにより形状を受け付けさせた基礎構

造に，前記第４受付ステップにより受け付けさせた荷重が作用することによって生

じる応力を，前記作成ステップにより作成させた力学モデルを用いて有限要素法に

より計算させるステップと

７Ｇ を実行させるコンピュータプログラムを記録してあることを特徴とするコン

ピュータで読み取りが可能な記録媒体。

【請求項８】

８Ａ コンピュータに，面状の基礎スラブを有する基礎構造により上部構造を支え

る建築物の前記基礎構造を，前記上部構造に生じる応力を用いて計算させるための

コンピュータプログラムを記録してあるコンピュータでの読み取りが可能な記録媒

体において，

８Ｂ コンピュータに，基礎構造の形状，地盤特性，及び前記応力を含む，前記基

礎構造に作用する荷重を受け付けさせる受付ステップと，

８Ｃ コンピュータに，前記基礎スラブの全面を分割する節点と，建築物を支える

地盤との間に，前記受付ステップにより受け付けさせた地盤特性を示すばね要素を

想定して前記基礎構造の力学モデルを作成させる作成ステップと，

８Ｄ コンピュータに，前記受付ステップにより形状を受け付けさせた基礎構造に，

前記受付ステップにより受け付けさせた荷重が作用することによって生じる応力を，

前記作成ステップにより作成させた力学モデルを用いて有限要素法により計算させ

るステップと
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８Ｅ を実行させるコンピュータプログラムを記録してあることを特徴とするコン

ピュータで読み取りが可能な記録媒体。

【請求項９】

９Ａ 請求項１乃至３に記載の建築物の構造計算装置を用いた構造計算の結果を反

映させて建築されたことを特徴とする建築物。」

３ 審決の要点

審決は，本件各発明は，下記引用例２に記載された発明（以下「引用発明」とい

う。）及び下記引用例１に記載された発明に基づいて当業者が容易に発明をするこ

とができたものであるから，本件特許は，特許法２９条２項の規定に違反してされ

たものであり，同法１２３条１項２号の規定に該当し，無効とすべきものであると

した。

引用例１ 社団法人日本建築学会平成１３年１０月１日発行の「建築基礎構造設

計指針（第２版）」（審判甲１・本訴甲１，乙８）

引用例２ 特開平９－３１６９９４号公報（審判甲２・本訴甲２）

(1) 引用例１の記載事項

ア「（３）耐震設計の方針に関する事項

ａ．建築物，杭基礎，地盤系の地震応答性状と杭基礎に作用する荷重

図６．１．４は地震の発生によって建築物が応答するまでの過程を模式的に示したものであ

る．（中略）建築物に入った地震波は，杭や地下壁を介して再び地盤に影響を与える．これら

の効果は動的相互作用といわれ，かなり古くから検討され，杭支持建物を対象とした地震観測

結果や地震応答解析結果により，最近ではそのメカニズムが明らかにされつつある．これらの

検討結果によると，杭基礎には以下の２種類の地震時荷重が作用する．

① 上部構造の振動によって杭頭部に作用する軸力・水平力，曲げモーメント等の上部構造か

らの慣性力

② 杭と地盤との動的相互作用によって，抗が地盤から受ける荷重

建築物を支持する杭基礎については，上部構造の重量が大きいため，①の慣性力が大きく②
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の影響は無視できる場合が少なくない．しかしながら，厚い軟弱層中の杭や剛性が急変する中

間層を貫いて設置された抗，液状化層と非液状化層を貫いて設置された杭等，地盤条件によっ

ては②の荷重が杭体に発生する応力に大きな影響を与える場合がある．したがって，耐震設計

上，杭に作用する荷重として，①の慣性力のほか，地盤条件に応じて，②の荷重を考慮する．

ｂ．解析法の選定

杭基礎の耐震設計を行うための解析法として，本指針では図６．１．３に示す解析モデルに

よる静的解析を推奨している．この解析では，荷重として上部構造から杭頭に作用する慣性力

を想定している．しかし，軟弱地盤に設置される杭基礎あるいは剛性が急変する中間層を貫い

て設置される杭基礎に対しては，杭と地盤の動的相互作用によって杭が地盤から受ける荷重の

影響を評価する必要があり，上記の解析だけでは不十分である．このような地盤に設置された

杭基礎に対しては，上部構造～杭基礎～地盤を一体とした連成系モデルによる動的相互作用解

析によって検討することが望ましい．（中略）

①動的解析

動的解析法は，時空間の取扱いで時刻歴解析法・周波数応答解析法・モード解析法に分類さ

れ，建築物と地盤の分割方法によって一体解析法と分離解析法（動的サブストラクチャー法を

含む）に分類される．設計に用いる解析モデルを建築物や地盤の離散化方法により分類すると，

主なものにスウェイ・ロッキングモデル，質点系モデル（中略），有限要素（ＦＥＭ）モデル

等があげられる．（中略）

［ＥＦＭモデル（判決注：『ＦＥＭモデル』の誤記であると認められる。）］：杭，地盤を有

限な要素でモデル化する方法で，杭，地盤の挙動を求めることが容易であるが，その分自由度

が多くなって計算には比較的時間を要する．」（１８３頁３行目ないし１８５頁１０行目）

イ「（３）基礎スラブの底面における地盤の支持力

地盤沈下地域で支持杭に支持された杭基礎では，基礎スラブ底面と地盤との間に空隙が生じ

ることがよく知られている．また，地盤沈下地域以外でも，基礎スラブ下の杭間の地盤は，軟

弱な場合が多く，施工時の乱れ，地下水位の変動，振動等によって沈下し，基礎スラブと地盤

との間に空隙が生じやすい．したがって，杭基礎の基礎スラブ底面下にある地盤の支持力は，
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通常の設計では無視するのが原則である．しかし，べた基礎形式のスラブを杭間隔の大きな摩

擦杭で支持させるような場合には，摩擦杭の支持力に加えて，基礎スラブ底面下の地盤の支持

力を期待できる可能性がある．このような基礎の典型例として，べた基礎の基礎スラブ下に沈

下抑止のため，少数の摩擦杭を設置したパイルド・ラフト基礎がある．この基礎については，

摩擦杭の支持力に基礎スラブ下の地盤の支持力を加算できるとの表現より，むしろ逆に基礎ス

ラブ下の地盤の支持力に摩擦杭の支持力を加算できるとの表現が適切であろう．このようない

わば直接基礎の（判決注：『直接基礎と』の誤記であると認められる。）杭基礎の中間的な基

礎の設計にあたっては，杭，基礎スラブ，地盤の３者間の支持力，変形に関する相互作用を考

慮に入れた検討が必要である．パイルド・ラフト基礎の設計については，７．３節を参照され

たい．」（１８９頁１行目ないし１３行目）

ウ「７．３節 パイルド・ラフト基礎

１．一般事項

（１）パイルド・ラフト基礎とは，併用基礎のうち，直接基礎と杭基礎が複合してその両者で

上部構造を支持するものをいう．

（中略）

（２）要求性能の確認は，パイルド・ラフト基礎を適切にモデル化し，各荷重条件下において

必要な検討項目の設計用応答値を求め，それらが設計用限界値に達しないことを確認すること

によって行う．設計用応答値の算定にあたっては適切な地盤定数の評価が重要であることに留

意する．

（中略）

（１）パイルド・ラフト基礎とは，一般に布基礎やべた基礎などの直接基礎と杭基礎を併用し

た基礎形式であり，荷重に対して直接基礎と杭基礎が複合して抵抗するものをいう．

（中略）

パイルド・ラフト基礎は，図７．３．１に示すように直接基礎と杭基礎の中間にあたる基礎

形式で，その中には直接基礎に近いもの，あるいは杭基礎に近いものも含まれる．このうち本

節では，直接基礎単独では設計上の要求性能を満足しない場合に，沈下量および不同沈下量を
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低減するための杭基礎を直接基礎に付加してパイルド・ラフト基礎とすることにより，基礎全

体としての荷重～沈下性状の改善を図ろうとする場合を対象とする．この場合パイルド・ラフ

ト基礎は，直接基礎の適用範囲を拡大する基礎形式とも考えられる．

（中略）

直接基礎をパイルド・ラフト基礎とすることにより，一般に以下の点が改善される．

・基礎の平均沈下量および不同沈下量の低減

・荷重の偏心や予期しがたい表層の土質性状のばらつきによる基礎の全体傾斜の低減

・基礎梁，基礎スラブの曲げモーメント，せん断力の低減

・荷重が大きく異なる部分の境界における沈下量差の低減

・基礎全体としての地盤破壊に対する支持力安全率の増加

（中略）

パイルド・ラフト基礎は，直接基礎と同様にある程度の沈下を許容して地盤となじませる基

礎形式であり，地盤の特性をよく理解する必要がある．したがって，設計者は十分な地盤調査

に基づいて地盤条件を的確に把握し，基礎と地盤の相互作用を検討するとともに，対象とする

建物の形状，規模，構造特性，排土重量などを明確にし，類似の条件での実施例を参照するこ

とが望ましい．」（３３９頁１行目ないし３４１頁１７行目）

エ「ｂ．沈下量

基礎の沈下量の算定にあたっては，図７．３．３に示す杭と地盤と直接基礎の相互作用を考

慮し，直接基礎と杭が一体化した基礎としての荷重～沈下関係を評価する必要がある．以下に，

鉛直荷重を受けるパイルド・ラフト基礎の沈下量の評価手法を示す．

１）簡易計算法

パイルド・ラフト基礎の平面規模が杭長に比べて大きく，平面形状が整形であり，荷重分布

がほぼ均等で杭配置が規則的かつ杭径，杭長がほぼ等しい摩擦杭を用いる場合について，パイ

ルド・ラフト基礎の沈下量，杭と直接基礎の荷重分担比を，簡易に計算する手法が提案されて

いる．

この方法は，平面規模が抗長（判決注：『杭長』の誤記であると認められる。）に比べて大
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きい群杭ではその沈下性状は直接基礎の性状に近づくことから，同様な形状のパイルド・ラフ

ト基礎の沈下性状も，杭の存在を無視した直接基礎の沈下性状と同様になることに基づくもの

である．パイルド・ラフト基礎における杭の存在が沈下量を均等化させる効果については，直

接基礎の沈下量に，直接基礎とパイルド・ラフト基礎の鉛直ばね定数比を乗じてその値を低減

することにより評価する．」（３４３頁６行目ないし１８行目）

オ「２）詳細計算法

杭と地盤と直接基礎を一体として解析する方法である．この方法によれば，基礎の沈下量，

（中略）のほかに個々の杭の分担荷重，基礎スラブの接地圧，基礎梁，基礎スラブに生じる応

力など，基礎部材の設計に必要な情報を得ることができる．

（中略）

以下に代表的な解析手法として，有限要素法と弾性論を組み合わせた方法および有限要素法

について概要を示す．

有限要素法と弾性論を組み合わせた方法は，図７．３．５に示すように，直接基礎部分を曲

げ板要素や梁要素などでモデル化し，杭および地盤は相互作用を考慮したばねでモデル化する

ものである．杭と地盤と直接基礎の相互作用については，弾性論に基づく方法により評価する．

（中略）

有限要素法は，直接基礎部分だけでなく杭，地盤についても有限要素でモデル化するもので，

土の応力～ひずみ関係に弾塑性構成式を用いれば地盤の局所的な塑性化を含めた詳細な解析を

行うことができる．この方法では，解析に要する時間や解析可能な基礎の規模についての制約

があるが，近年におけるコンピュータの著しい性能向上により実務設計において三次元解析を

行うことも可能になり，図７．３．６に示すような地盤・基礎モデルを用いた検討事例も増加

している．

（中略）

また，地震時の動的相互作用を考慮して，パイルド・ラフト基礎の沈下量，変形角と傾斜角な

どを評価する方法として，６．１節に示すような上部構造と基礎と地盤の連成系モデルにより

動的応答解析を行う方法がある．」（３４５頁１行目ないし３４５頁（判決注：「３４６頁」
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の誤記であると認められる。）下から３行目）

(2) 引用例２の記載事項

ア「本発明は，住宅の設計時にコンピュータを用いて梁，柱及び基礎の強度の判定を行える

ようにした住宅の構造計画支援方法に関するものである。

（中略）従来，住宅の設計に際しては，梁，柱及び基礎等の配置を定めた後，これらの梁，柱

及び基礎等により前記住宅に充分な強度を付与できるか否かを構造計算により判定し，強度不

足の場合，設計の変更を行うようにしている。

（中略）ところが，前記のような住宅の設計及び強度計算等を全て人手で行う場合，計算等が

煩雑で長時間を要するとともに，熟練した設計士でないと設計が行えない問題がある。

（中略）本発明は，前記の課題を解決して，コンピュータを用いて，住宅の設計及び強度計算

等を簡単に行うことのできる住宅の構造計画支援方法を提供することを目的とする。そのため，

請求項１に係る構造計画支援方法は，コンピュータの画面上で住宅の仕様データ及び形状デー

タを入力し，且つ前記形状データ中に梁及び柱を入力した後，前記梁に対する荷重の載加位置

及び荷重の大きさを入力し，これらの入力データに基いて前記コンピュータに所望の梁の曲げ

及びたわみを計算させて計算結果を前記画面上に表示させ，前記梁の曲げ及び／又はたわみが

許容値を超えている場合，前記梁及び／又は柱に関するデータを修正した上で再度前記計算を

行わせるようにしたことを特徴とするものである。

ここでは，コンピュータに住宅の仕様及び形状データ，梁，柱の位置等を入力した後，前記コ

ンピュータにより所望の梁の曲げ及びたわみを計算させるようにしたので，人手で計算する場

合に比べて短時間で確実，容易に計算でき，画面に表示された計算結果に基いて梁の強度の判

定を行える。梁の曲げ又はたわみが許容値を超えている場合は，例えば，梁の数を増すか，或

いは柱の数を増す等によりデータの修正を行った上で，再度コンピュータに計算を行わせる。

請求項２に係る住宅の構造計画支援方法は，請求項１の方法において，前記入力データに基い

て前記コンピュータに前記柱に加わる圧縮力を計算させて計算結果を前記画面上に表示させ，

表示された圧縮力が許容値を超えている場合，前記梁及び／又は柱に関するデータを修正した

上で再度前記柱の圧縮力を計算させるようにしたことを特徴とするものである。
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ここでは，前記入力データに基いて，柱に加わる圧縮力をコンピュータに計算させるようにし

たので，柱の強度の判定も容易に行えるようになる。

請求項３に係る住宅の構造計画支援方法は，請求項１又は２の方法において，前記入力データ

に加えて，前記住宅の基礎の形状及び大きさを入力するとともに，前記住宅の柱から前記基礎

に加わる軸力の大きさを入力し，これらの入力データに基いて前記コンピュータに基礎に加わ

る圧縮力を計算させて計算結果を前記画面上に表示させ，表示された圧縮力が許容値を超えて

いる場合，前記梁，柱又は基礎の内の少なくとも１つに関するデータを修正した上で再度前記

基礎の圧縮力を計算させることを特徴とするものである。

ここでは，基礎に加わる圧縮力の計算をコンピュータを用いて行うようにしたので，住宅の設

計が一層容易に行えるようになる。」（１頁１欄段落【０００１】ないし２欄段落【０００

９】）

イ「本発明の実施の形態について，以下，図面に基いて説明する。本実施の形態では，パー

ソナルコンピュータ（以下，パソコンという）の画面で住宅の仕様及び形状データを入力しな

がら住宅の設計を行い，同時に梁，柱及び基礎の強度チェックを行うようになっている。以下，

図１及び図２に東側立面図及び南側立面図を，図３及び図４に１階及び２階の平面図を各々示

すような２階建の住宅を設計する場合を例に挙げて説明する。まず，該住宅の仕様データ及び

形状データをパソコンに入力する手順を図５のフローチャートを参照しながら説明する。

図５において，Ｓ１で各種条件を入力し，続いて，Ｓ２で，１階，２階（１Ｆ，２Ｆ）の各々

の建物形状（外壁ライン）をパソコンの画面で入力する。すなわち，パソコンの画面に図６に

示す建物形状入力画面を表示させ，まず，前記住宅の１階の外形ラインＬ１をパソコンの画面

上で線図を描きながら入力する。具体的には，パソコンに付属したマウス１等の入力具を用い

て，図３の平面図を参照しながら，外壁ラインＬ１を折れ線で入力する。入力方法としては，

多角形の各頂点を指定して該多角形を描かせる多角形入力，ＢＯＸ，つまり，長方形の対角線

上に位置する２つの頂点を指定して該長方形を描かせるＢＯＸ入力等，適宜の方法を使用すれ

ばよい。

続いて，図７に示すように，前記住宅の２階の外壁ラインＬ２を図４の平面図を参照しながら
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入力する。この際，入力済の１階の外壁ラインＬ１を実線或いは点線等で表示しておくと，１

階と２階の外壁ラインＬ１，Ｌ２の相互位置が把握し易くなるので，好適である。

次に，図５のＳ３で壁等の荷重要素，屋根，床等の種類を入力し，Ｓ４で屋根形状を入力する。

この場合，パソコンの画面に図８に示す屋根形状入力画面を表示させる。ここでは，屋根の形

状が，例えば，タイプ１からタイプ９の９通りに分類され，各タイプ毎の形状モデルが前記屋

根形状入力画面の右端部近傍に表示される。操作者は，Ｘ方向及びＹ方向の各々について，屋

根がタイプ１乃至タイプ９のいずれに属するかを選択して，パソコンに入力する。なお，クロ

スハッチングＡで示す部分は葺き下ろし部である。

前記住宅のＸ方向の屋根（２階部分の屋根）の形状は，図１の東側立面図に基いて，タイプ３

であると見做して，キーボード等で数字“３”を入力する。タイプ３の形状モデルと東側立面

図における屋根の形状とは左右対称であるが，左右対称のものは，同一タイプに属するものと

する。一方，Ｙ方向の屋根（２階部分の屋根）の形状は，図２の南側立面図からタイプ７であ

るものと見做して，数字“７”を入力する。又，該住宅の棟高－軒高の高さ〔単位はｍ〕を，

Ｘ及びＹ方向の各々について入力する。

続いて，図５のＳ５で前記外壁ラインに沿って２階の耐力壁の配置を入力する。具体的には，

図９の耐力壁配置画面で，まず，前記住宅の２階の外壁ラインＬ２の適宜位置に所望数の耐力

壁２を配置すると，これらの耐力壁２が太線で表示される。その後，図５のＳ６でパソコンは

入力された各耐力壁２の負担水平力，偏心率（地震荷重時）を算出し，必要により画面に表示

する。いずれかの耐力壁２で負担水平力が許容範囲を超えている場合等は，Ｓ５に戻って，２

階の耐力壁２の配置を修正する。

Ｓ６で２階の耐力壁の負担水平力，偏心率が許容範囲内であれば，続いて，Ｓ７及びＳ８で１

階の耐力壁について，前記Ｓ５及びＳ６と同様の操作を行う。続いて，Ｓ９で荷重まとめ，つ

まり，荷重計算の結果をまとめてパソコンの画面に表示するとともに，１，２階の耐力壁が重

なっている箇所の合力のチェックを行う。チェック結果が不可であれば，Ｓ５に戻る。

一方，チェック結果が可であれば，引き続き，Ｓ１０で水平ブレースの必要の有無を判定する

ために，せん断力チェックを行う。せん断力チェックの結果が不可であれば，Ｓ１１で水平ブ
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レースを確保した後，処理を終了する一方，せん断力チェックの結果が可であれば，そのまま

終了する。」（１頁２欄段落【００１０】ないし２頁４欄段落【００１７】）

ウ「住宅の仕様及び形状データの入力が終了すると，次に，該住宅の梁，柱及び基礎に関す

るデータをパソコンに入力して強度チェックを行い，必要により，梁，柱等に関するデータの

修正を行う。以下，図１０のフローチャートにより，この強度チェックの手順を説明する。Ｓ

１で，パソコンの画面上に図示しない選択画面を表示させ，梁，基礎等の住宅の各部の中から

強度チェックを行うべき箇所を選択する。この場合，例えば，梁を選択する。続いて，Ｓ２で，

パソコンに梁，柱等に関するデータを入力する前に，まず，当該梁，柱等を含む伏図を図面上

等で仮決定するとともに，個々の梁，柱等に対する荷重の載加位置を予めメモ等しておき，且

つ荷重の大きさを卓上計算器又は暗算等により求めておく（荷重ひろい）。

続いて，Ｓ３で，前記住宅の梁，柱等の伏図をパソコンの画面に入力する。ここでは，前記住

宅の１階の梁及び柱の伏図を入力する場合を説明すると，図１１に示すように，伏図入力画面

において，前記図６で入力した１階の外壁ラインＬ１を表示させ，この外壁ラインＬ１に対応

させて梁３及び柱４を入力する。入力方法としては，柱４の場合は１点入力，梁３の場合は両

端を指定する２点入力等を使用できる。図１２は前記図９で入力した２階の耐力壁２を前記梁

３及び柱４とともに表示させたもので，このように，２階の耐力壁２を表示することにより，

梁３及び柱４に対する２階の耐力壁２の影響を確認できる。

所望数の梁３及び柱４をパソコンの画面で入力した後，まず，梁３について強度チェックを行

う。ここでは，２階の床を支持する梁３の強度チェックを行う場合につき説明する。図１０の

Ｓ４で，まず，入力済の複数の梁３について計算順序を指定する。すなわち，図１１で入力し

た３本の梁３について，パソコンのマウスやキーボード（図示せず）等で計算順序を指定する

と，図１３に示すように，この計算順序が画面上で①乃至③等の数字で表示される。前記計算

順序は，いずれの梁３からいずれの梁３に向かって荷重が伝達されるか等を考慮して順序が定

められる。

計算順序の指定が終了すると，続いて，図１０のＳ５で，個々の梁３に関する荷重データを入

力する。具体的には，図１４の荷重データ入力画面において，まず，梁番号１の梁３について
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荷重データを入力するが，この梁番号１の梁３には荷重が掛からないので，表中の荷重データ

は全て０とする。同様に，図１５の荷重データ入力画面において，梁番号２の梁３にも荷重が

掛からないので，表中の荷重データは全て０とする。

続いて，図１６の荷重データ入力画面において，梁番号３の梁３については，荷重が加わるの

で，図１０のＳ２で，予め求めておいた荷重値をパソコンの画面に表示された表中に入力する。

表中の長期荷重は，住宅の自重や住宅内に配置されるものと予想される家具類等に基いて梁３

に加わる通常の荷重である。一方，表中の短期積雪荷重は，冬季の積雪時に梁３に加わる荷重

であって，長期荷重より大きくなる。

この荷重データ入力画面の左側の模式図における横線は梁３を表している。横線の下部に隣接

する△マークは梁３を支持する支点を表し，具体的には梁３を下方で支持する柱４又は梁３に

連結される他の梁３である。荷重種類（ｋ）としては，梁３の所定範囲内に大略均一に加わる

等分布荷重（種類１：単位はｋｇ／ｍ）と，梁３の一箇所に集中して加わる集中荷重（種類２

：単位はｋｇ）との２種類があり，表中の左端に荷重種類（ｋ）が表示される。表中のＸは梁

３の一端から荷重が載加される位置までの距離（単位はｍ）であり，Ｌは等分布荷重の場合の

荷重の載加範囲の長さ（単位はｍ）である。

荷重データの入力が終了すると，入力されたデータ及び予め記憶された計算プログラムに基い

て個々の梁３の曲げモーメント及びたわみがパソコンによって計算される。続いて，図１０の

Ｓ６で結果出力の選択を行う。すなわち，ここでは，３本の梁３について荷重データを入力し，

曲げ及びたわみを計算したので，いずれの梁３についての計算結果をパソコンの画面上で参照

するかを，図１７の計算結果出力選択画面で選択する。

例えば，梁番号③の梁３の計算結果を参照したい場合，キーボード等で“３”を入力すると，

図１８の計算結果一覧画面に梁番号③の梁３に関する計算結果が表示される。ここでは，前述

した長期荷重時，短期積雪荷重時に加えて，短期水平荷重時のデータも表示される。表中のＭ

ｍａｘは計算により求められた梁番号③の梁３に加えられ得る曲げモーメントの最大値である。

前記住宅で使用される梁３としては，強度，すなわち，断面積の異なるＢ梁，Ｙ梁，Ｈ梁の３

種類（表中にＢ，Ｙ，Ｈで表示）の中からいずれかの梁が選択される。３種類の梁は，Ｂ梁，
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Ｙ梁，Ｈ梁の順に強度が高くなっている。表中の許容Ｍは３種類の梁各々の曲げモーメントの

許容最大値である。この場合，長期荷重時，短期積雪荷重時及び短期水平荷重時のいずれにお

いても，ＭｍａｘがＢ梁，Ｙ梁，Ｈ梁のいずれの許容Ｍよりも小さいので，Ｂ梁，Ｙ梁，Ｈ梁

のいずれを使用しても曲げモーメントに対しては必要強度が得られることになる。許容Ｍの右

隣の判定欄（曲げモーメントの判定欄）における○印はそのことを意味している。この場合，

通常，最も強度の低いＢ梁を選択する。なお，ＭｍａｘがＢ梁，Ｙ梁，Ｈ梁の内のいずれかの

許容Ｍより大きければ，当該梁の曲げモーメントの判定欄に×印が表示され，その場合，当該

梁を使用することは不適切となる。

表中のたわみσ（ｃｍ）の欄には，Ｂ梁，Ｙ梁，Ｈ梁を使用した場合の各々についてたわみの

最大値が表示され，これが予め定められたたわみの許容最大値と比較されて，許容最大値より

小さい場合，たわみ欄の右隣の判定欄が○印となる。ここで，たわみの許容最大値は，例えば，

梁３のスパンの１／３００以下とされる。なお，床振動等を考慮して，長期荷重時のたわみは，

０．７ｃｍ未満が好適である。

図１６の表の下部における支点反力は，梁３から支点に加わる反力であり，支点が柱４である

場合，この反力が柱４に対する圧縮力となる。Ａ乃至Ｃは各支点に対して割り当てられた符号

であり，梁番号③の梁３は，図１３に示したように，３つの柱４ａ乃至４ｃによって支持され

ているので，この場合，Ａ乃至Ｃは前記柱４ａ乃至４ｃに対応する。

パソコンに強度計算を行わせた後，図１６中の表により梁３の曲げモーメント及びたわみが許

容範囲内であるか否かを確認し，許容範囲内でなければ，図１０のＳ７の判定がＯＵＴである

からＳ２に戻って伏図の修正（例えば，梁３又は柱４の数の増加）等を行う。一方，図１６中

の表で曲げモーメント及びたわみが許容範囲内であれば，図１０におけるＳ７の判定がＯＫと

なって，Ｓ８に移行し，以下，柱４の圧縮力の判定を行う。

すなわち，Ｓ８で必要により，追加荷重ひろいを行う。具体的には，前記図１６の表の下部に

表示される支点反力が，前述のように，柱４ａ乃至４ｃに対する圧縮力となる。ここでは，追

加荷重ひろいとして，前記支点反力を柱４ａ乃至４ｃの圧縮力として，メモ用紙等に，例えば，

以下の表１のような要領で反力の欄に記入しておく。続いて，Ｓ９で，図１９に示すように，
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必要により，パソコンの画面上に柱許容圧縮力一覧を表示させる。この柱許容圧縮力一覧から

許容圧縮力を読み取り，表１の許容の欄に記入する。」（３頁４欄段落【００１８】ないし４

頁６欄段落【００３０】）

エ「パソコンへの入力時には，画面に図２１に示す基礎データ入力画面を表示させ，まず，

地耐力を選択する。この地耐力は地盤の固さを示す尺度で，その値が大きい程，固く，良好な

地盤である。ここでは，建築予定地の地盤を調査した結果に基き，例えば，５ｔ／ｍ を選択
２

する。続いて，強度判定を行う部分の基礎形状を１乃至４の４種類のパターン（直線型，Ｌ型，

Ｔ型，十字型）から選択して表中に入力するとともに，ａ乃至ｄの部位の長さ（単位ｍ）を表

中に入力する。更に，長期軸力，短期積雪軸力及び短期水平軸力の欄には，前記表１中の各柱

４ａ乃至４ｃの長期荷重時，短期積雪荷重時，短期水平荷重時の反力と追加分の合計値，つま

り，各柱４ａ乃至４ｃから各々の支持部位５ａ乃至５ｃに加わる軸力を入力する。

基礎データの入力が終了すると，パソコンは長期荷重時，短期積雪荷重時及び短期水平荷重時

の各々について，基礎５の１ｍ当たりに加わる圧縮力を計算し，図２２に示すように，計算結

果一覧として表示する。表中の左端の許容値は，許容圧縮力であって，この許容圧縮力は地耐

力の大きさによって異なるが，ここでは，地耐力５ｔ／ｍ の場合の値が表示されている。パ
２

ソコンにより計算された長期荷重時，短期荷重時の圧縮力がこの許容値より小さい場合は，表

中の右端の判定欄の判定結果が○となる。

前記基礎の圧縮力の判定結果が全て○となれば，図１０のＳ１１の判定がＯＫとなって，梁，

柱及び基礎の強度チェックが全て終了する。一方，前記いずれかの支持部位５ａ乃至５ｃにお

いて，判定結果が×となれば，Ｓ１１の判定がＯＵＴとなってＳ２に戻り，梁又は柱の設計の

修正等を行って前記と同様の手順を繰り返す。なお，上記実施の形態で説明したような内容の

処理を行うための手順をコンピュータ言語で表現したプログラムを，フロッピーディスクやＣ

ＤＲＯＭ等の適宜の記録媒体に記録して，使用，販売等することは，本発明方法を普及させる

上で有益である。」（５頁８欄段落【００３７】ないし【００３９】）

(3) 本件発明１について

ア 本件発明１と引用発明との対比
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(ｱ) 上記(2)アないしウによれば，引用発明は，コンピュータを用いて梁，柱及び基礎の強

度の判定を行えるようにしたものであって，コンピュータの画面上で住宅の仕様及び形状デー

タを入力し，前記形状データ中に梁及び柱を入力した後，前記梁に対する荷重の載加位置及び

荷重の大きさを入力し，これらの入力データに基づいて前記コンピュータに所望の梁の曲げ及

びたわみを計算させて計算結果を前記画面に表示させ，さらに，住宅の基礎の形状及び大きさ

を入力するとともに，住宅の柱から基礎に加わる軸力の大きさを入力し，これらの入力データ

に基づいて前記コンピュータに基礎に加わる圧縮力を計算させて計算結果を前記画面上に表示

させる装置である。

そして，上記梁，柱は上部構造といえるから，基礎構造について面状の基礎スラブを有する

ものといえないものの，引用発明と本件発明１とは，「基礎構造により上部構造を支える建築

物の構造を計算する装置」（以下，構成１Ａ’ともいう）である点で一致している。

上記(2)エによれば，引用発明は，上記の入力に加えて，地耐力を入力するものであり，上

記梁，柱は上部構造の架構といえるから，引用発明と本件発明１とは，「１Ｂ 上部構造の架

構，該上部構造に作用する荷重，基礎構造の形状，及び地盤特性を受け付ける第１受付手段」

を備える点及び「１Ｃ 該第１受付手段により架構を受け付けた上部構造に，前記第１受付手

段により受け付けた荷重が作用することによって生じる応力及び変形を計算する計算手段」を

備える点で一致している。

もっとも，受け付けるデータについては，引用発明のものは，布基礎についてのものであり

それについて計算するものであるところ，本件発明１のものは，面状の基礎スラブを有する基

礎構造についてのものであり，それについて計算するものである点で相違する。

そして，上記(2)アないしエによれば，引用発明と本件発明１とは，「１Ｄ 該計算手段に

より計算した応力を含む，前記基礎構造に作用する荷重を受け付ける第２受付手段」を備える

点で一致している。

もっとも，受け付けるデータについては，引用発明のものは，布基礎についてのものであり

それについて計算するものであるところ，本件発明１のものは，面状の基礎スラブを有する基

礎構造についてのものであり，それについて計算するものである点で相違する。
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なお，この点につき被請求人は，引用例２のものは，上部構造計算結果をユーザが入力しな

ければならないものである旨主張している。しかしながら，構成１Ｄは単に荷重を受け付ける

受付手段に止まるものであり，荷重データがどのように入力されるかについて規定されている

わけでないので，ユーザによる入力を排除するものでない。被請求人の上記主張は，特許請求

の範囲の請求項１の記載に基づくものでなく採用できない。

また仮に，上部構造計算結果をユーザによる入力なしに基礎構造計算に用いられるものであ

ったとしても，ある計算の結果を次の計算にユーザによる入力なしに自動的に反映することは，

ある計算とそれに続く次の計算を同じ装置で行うものにおいては常套手段というべきものであ

る。

また，上記(2)エによれば，引用発明は，上記の入力により，圧縮力の計算をするものであ

り，有限要素法とはいえないものの，基礎構造についてのなんらかの力学モデルの存在が認め

られるから，引用発明と本件発明１とは，「前記基礎構造の力学モデルを作成する作成手段」

（以下，構成１Ｅ’ともいう）を備える点及び，「１Ｆ’前記第１受付手段により形状を受け

付けた基礎構造に，前記第２受付手段により受け付けた荷重が作用することによって生じる応

力を，前記作成手段により作成した力学モデルを用いて計算する手段」を備える点で一致して

いる。

そして，上記(2)アないしエによれば，引用発明のコンピュータは，上記のごとく，建築物

の構造計算をする装置といえるから，引用発明と本件発明１とは，「建築物の構造計算装

置。」である点で一致している。

(ｲ) してみると両者は，

「１Ａ’ 基礎構造により上部構造を支える建築物の構造を計算する装置において，

１Ｂ 上部構造の架構，該上部構造に作用する荷重，基礎構造の形状，及び地盤特性を受け付

ける第１受付手段と，

１Ｃ 該第１受付手段により架構を受け付けた上部構造に，前記第１受付手段により受け付け

た荷重が作用することによって生じる応力及び変形を計算する計算手段と，

１Ｄ 該計算手段により計算した応力を含む，前記基礎構造に作用する荷重を受け付ける第２
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受付手段と，

１Ｅ’前記基礎構造の力学モデルを作成する作成手段と，

１Ｆ’前記第１受付手段により形状を受け付けた基礎構造に，前記第２受付手段により受け付

けた荷重が作用することによって生じる応力を，前記作成手段により作成した力学モデルを用

いて計算する手段と

１Ｇ を備えることを特徴とする建築物の構造計算装置。」で一致し，以下の点で相違する。

ａ 本件発明１が，「面状の基礎スラブを有する」基礎構造により上部構造を支える建築物

の構造を計算する装置において，「前記基礎スラブの全面を分割する節点と，建築物を支える

地盤との間に，前記第１受付手段により受け付けた地盤特性を示すばね要素を想定して」前記

基礎構造の力学モデルを作成する作成手段と，「有限要素法により」計算する手段を備え，面

状の基礎スラブを有する基礎構造についてのデータを受け付け，それについて計算するもので

あるのに対し，引用発明のものは，基礎構造により上部構造を支える建築物の構造を計算する

装置において，前記基礎構造の力学モデルを作成する作成手段と，計算する手段を備え，布基

礎についてのデータを受け付け，それについて計算するものである点。

イ 相違点についての判断

上記(1)アないしオによれば，引用例１は，パイルド・ラフト基礎について記載されている

ものであって，図７．３．５に示すように，直接基礎部分を曲げ板要素や梁要素などでモデル

化し，杭及び地盤は相互作用を考慮したばねでモデル化するものであり，直接基礎部分（本件

発明１の「面状の基礎スラブ」に対応する）の節点には，建物荷重がかかり，また，地盤節点

における鉛直反力として地盤ばねが想定されている。また，有限要素法は，直接基礎部分だけ

でなく杭，地盤についても有限要素でモデル化するものである。

そして，引用例２のものは，やはり建築の上部構造及び基礎の計算をする装置であり，その

受け付けデータ及び計算として，建築分野において普通である面状の基礎スラブについて所定

のデータを受け付けし，引用例１に記載された所定の計算をすればいいのであるから，そのよ

うに構成することは当業者にとって容易に推考し得ることといえる。

なお，この点につき被請求人は，本件発明１の基礎構造の力学モデルは，基礎スラブの全面
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を分割する節点と地盤との間の相互作用のみを考慮したばね要素を想定するものであり，引用

例１に記載された力学モデルとは相違する旨主張している。しかしながら，引用例１のパイル

ド・ラフト基礎も「面状の基礎スラブを有する」ものに相違なく，本件特許請求の範囲の請求

項１の記載に，必ずしも杭があるものを排除する規定があるわけでもないのであるから，本件

発明１から，面状の基礎スラブと杭とを有するパイルド・ラフト基礎の計算装置が排除されて

いるということはできない。また，本件特許請求の範囲の記載，明細書の記載を参酌しても，

地盤との相互作用のみに限定する記載があるわけではなく，むしろ本件明細書段落【００３

８】によれば，杭を有する場合も考慮されたものといえる。このことは，後ほど論ずる，本件

発明３が，杭を有するものであり，本件発明１（請求項１に係るもの）に従属していることか

らもいえる。被請求人の上記主張は，特許請求の範囲の請求項１の記載に基づくものでなく採

用できない。

(4) 本件発明２について

ア 本件発明２と引用発明との対比

本件発明１についての上記検討を勘案すれば，本件発明２と引用発明とは，

「２Ａ’基礎構造により上部構造を支える建築物の前記基礎構造を，前記上部構造に生じる応

力を用いて計算する装置において，

２Ｂ 基礎構造の形状，地盤特性，及び前記応力を含む，前記基礎構造に作用する荷重を受け

付ける受付手段と，

２Ｃ’前記基礎構造の力学モデルを作成する作成手段と，

２Ｄ’前記受付手段により形状を受け付けた基礎構造に，前記受付手段により受け付けた荷重

が作用することによって生じる応力を，前記作成手段により作成した力学モデルを用いて計算

する手段と

２Ｅ を備えることを特徴とする建築物の構造計算装置。」で一致し，以下の点で相違する。

(ｱ) 本件発明２が，「面状の基礎スラブを有する」基礎構造により上部構造を支える建築

物の構造を，前記上部構造に生じる応力を用いて計算する装置において，「前記基礎スラブの

全面を分割する節点と，建築物を支える地盤との間に，前記受付手段により受け付けた地盤特



- 23 -

性を示すばね要素を想定して」前記基礎構造の力学モデルを作成する作成手段と，「有限要素

法により」計算する手段を備え，面状の基礎スラブを有する基礎構造についてのデータを受け

付け，それについて計算するものであるのに対し，引用発明のものは，基礎構造により上部構

造を支える建築物の構造を計算する装置において，前記基礎構造の力学モデルを作成する作成

手段と，計算する手段を備え，布基礎についてのデータを受け付け，それについて計算するも

のである点。

イ 相違点についての判断

本件発明１についての上記検討を勘案すれば，上記相違点は当業者が容易に推考し得ること

である。

(5) 本件発明３について

ア 本件発明３と引用発明との対比

本件発明１，２についての上記検討を勘案しつつ，本件発明３と引用発明とを対比すると，

両者の相違点は以下のとおりである。

(ｱ) 「面状の基礎スラブを有する」基礎構造により上部構造を支える建築物の構造を，前

記上部構造に生じる応力を用いて計算する装置において，「前記基礎スラブの全面を分割する

節点と，建築物を支える地盤との間に，前記第１受付手段により受け付けた地盤特性を示すば

ね要素を想定して」前記基礎構造の力学モデルを作成する作成手段と，「有限要素法により」

計算する手段を備え，面状の基礎スラブを有する基礎構造についてのデータを受け付け，それ

について計算するものであるのに対し，引用発明のものは，基礎構造により上部構造を支える

建築物の構造を計算する装置において，前記基礎構造の力学モデルを作成する作成手段と，計

算する手段を備え，布基礎についてのデータを受け付け，それについて計算するものである点。

(ｲ) 前記建築物を支持すべく杭を打設する又は杭状地盤改良を行う箇所の配置，及び前記

杭又は前記杭状地盤改良の特性を受け付ける手段をさらに備え，前記作成手段は，前記基礎ス

ラブの全面を分割する節点のうち，前記杭を打設する又は前記杭状地盤改良を行う箇所に対応

する節点を除く節点と，建築物を支える地盤との間に，前記受け付けた地盤特性を示すばね要

素又は杭基礎の特性を考慮したばね要素，又は前記杭若しくは前記杭状地盤改良された地盤に
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より支持される前記基礎構造の特性を考慮したばね要素を想定して前記基礎構造の力学モデル

を作成すべくなしてある点。

イ 相違点についての判断

(ｱ) 相違点(ｱ)について

本件発明１，２についての上記検討を勘案すると，当業者が容易に推考しえたものである。

(ｲ) 相違点(ｲ)について

上記(1)アないしオによれば，引用例１は，パイルド・ラフト基礎について記載されている

ものであって，図７．３．５に示すように，直接基礎部分を曲げ板要素や梁要素などでモデル

化し，杭及び地盤は相互作用を考慮したばねでモデル化するものであり，直接基礎部分（本件

発明１の「面状の基礎スラブ」に対応する）の節点には，建物荷重がかかり，また，地盤節点

における鉛直反力として地盤ばねが想定されているとともに，杭がある節点については，杭ば

ねを想定するものである。また，有限要素法は，直接基礎部分だけでなく杭，地盤についても

有限要素でモデル化するものである。

そして，引用例２のものは，やはり建築の上部構造及び基礎の計算をする装置であり，その

受け付けデータ及び計算として，建築分野において普通である面状の基礎スラブについて所定

のデータを受け付け，引用例１に記載された所定の計算をすればいいのであるから，そのよう

に構成することは当業者にとって容易に推考し得ることといえる。

また，上記解析法における計算に際しては，杭等の特性を設定することは普通のことといえ

る。

してみれば，建築物を支持すべく杭を打設する又は杭状地盤改良を行う箇所の配置，及び前

記杭又は前記杭状地盤改良の特性を受け付ける手段をさらに備え，前記作成手段は，前記基礎

スラブの全面を分割する節点のうち，前記杭を打設する又は前記杭状地盤改良を行う箇所に対

応する節点を除く節点と，建築物を支える地盤との間に，前記受け付けた地盤特性を示すばね

要素又は杭基礎の特性を考慮したばね要素，又は前記杭若しくは前記杭状地盤改良された地盤

により支持される前記基礎構造の特性を考慮したばね要素を想定して前記基礎構造の力学モデ

ルを作成すべくなすことは当業者が容易に推考し得ることである。
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そして，これら相違点を総合的に考慮しても当業者が推考し難い格別のものであるとするこ

とはできず，また本願発明（判決注：「本件発明３」の誤記であると認められる。）の効果に

ついてみても，上記構成の採用に伴って当然に予測される程度のものにすぎず，格別顕著なも

のがあるともいえない。

(6) 本件発明４について

ア 本件発明４と引用発明との対比

本件発明１，２についての上記検討を勘案しつつ，本件発明４と引用発明とを対比すると，

上記(2)エによれば，引用例２には，処理を行うための手順をコンピュータ言語で表現したプ

ログラムについても記載があるから，両者は，

「４Ａ’コンピュータに，基礎構造により上部構造を支える建築物の構造を計算させるための

コンピュータプログラムにおいて，

４Ｂ コンピュータに，上部構造の架構を受け付けさせる第１受付ステップと，

４Ｃ コンピュータに，前記上部構造に作用する荷重を受け付けさせる第２受付ステップと，

４Ｄ コンピュータに，前記第１受付ステップにより架構を受け付けさせた上部構造に，前記

第２受付ステップにより受け付けさせた荷重が作用することによって生じる応力及び変形を計

算させる計算ステップと，

４Ｅ コンピュータに，基礎構造の形状及び地盤特性を受け付けさせる第３受付ステップと，

４Ｆ コンピュータに，前記計算ステップにより計算させた応力を含む，前記基礎構造に作用

する荷重を受け付けさせる第４受付ステップと，

４Ｇ’コンピュータに，前記基礎構造の力学モデルを作成させる作成ステップと，

４Ｈ’コンピュータに，前記第３受付ステップにより形状を受け付けさせた基礎構造に，前記

第４受付ステップにより受け付けさせた荷重が作用することによって生じる応力を，前記作成

ステップにより作成させた力学モデルを用いて計算させるステップと

４Ｉ を実行させることを特徴とするコンピュータプログラム。」で一致し，以下の点で相違

する。

(ｱ) 本件発明４が，「面状の基礎スラブを有する」基礎構造により上部構造を支える建築
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物の構造を計算させるためのコンピュータプログラムにおいて，「前記基礎スラブの全面を分

割する節点と，建築物を支える地盤との間に，前記第３受付ステップにより受け付けさせた地

盤特性を示すばね要素を想定して」前記基礎構造の力学モデルを作成させる作成ステップと，

「有限要素法により」計算させるステップを実行させ，面状の基礎スラブを有する基礎構造に

ついてのデータを受け付け，それについて計算するものであるのに対し，引用発明のものは，

基礎構造により上部構造を支える建築物の構造を計算する装置において，前記基礎構造の力学

モデルを作成する作成手段と，計算する手段を備え，布基礎についてのデータを受け付け，そ

れについて計算するものである点。

イ 相違点についての判断

本件発明１，２についての上記検討を勘案しつつ，上記相違点について検討すると，上記相

違点は，当業者が容易に推考し得ることである。

(7) 本件発明５について

ア 本件発明５と引用発明との対比

本件発明１，２，４についての上記検討を勘案しつつ本件発明５と引用発明とを対比すると，

両者は，

「５Ａ’コンピュータに，基礎構造により上部構造を支える建築物の前記基礎構造を，前記上

部構造に生じる応力を用いて計算させるためのコンピュータプログラムにおいて，

５Ｂ コンピュータに，基礎構造の形状，地盤特性，及び前記応力を含む，前記基礎構造に作

用する荷重を受け付けさせる受付ステップと，

５Ｃ’コンピュータに，前記基礎構造の力学モデルを作成させる作成ステップと，

５Ｄ’コンピュータに，前記受付ステップにより形状を受け付けさせた基礎構造に，前記受付

ステップにより受け付けさせた荷重が作用することによって生じる応力を，前記作成ステップ

により作成させた力学モデルを用いて計算させるステップと

５Ｅ を実行させることを特徴とするコンピュータプログラム。」で一致し，以下の点で相違

する。

(ｱ) 本件発明５が，「面状の基礎スラブを有する」基礎構造により上部構造を支える建築
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物の構造を計算させるためのコンピュータプログラムにおいて，「前記基礎スラブの全面を分

割する節点と，建築物を支える地盤との間に，前記受付ステップにより受け付けさせた地盤特

性を示すばね要素を想定して」前記基礎構造の力学モデルを作成させる作成ステップと，「有

限要素法により」計算させるステップを実行させ，面状の基礎スラブを有する基礎構造につい

てのデータを受け付け，それについて計算するものであるのに対し，引用発明のものは，基礎

構造により上部構造を支える建築物の構造を計算する装置において，前記基礎構造の力学モデ

ルを作成する作成手段と，計算する手段を備え，布基礎についてのデータを受け付け，それに

ついて計算するものである点。

イ 相違点についての判断

本件発明１，２，４についての上記検討を勘案しつつ，上記相違点について検討すると，上

記相違点は，当業者が容易に推考し得ることである。

(8) 本件発明６について

ア 本件発明６と引用発明との対比

本件発明１ないし５についての上記検討を勘案しつつ本件発明６と引用発明とを対比すると，

両者は，以下の点で相違する。

(ｱ) 本件発明６が，「面状の基礎スラブを有する」基礎構造により上部構造を支える建築

物の構造を計算させるためのコンピュータプログラムにおいて，「前記基礎スラブの全面を分

割する節点と，建築物を支える地盤との間に，前記第３受付ステップにより受け付けさせた地

盤特性を示すばね要素を想定して」前記基礎構造の力学モデルを作成させる作成ステップと，

「有限要素法により」計算させるステップを実行させ，面状の基礎スラブを有する基礎構造に

ついてのデータを受け付け，それについて計算するものであるのに対し，引用発明のものは，

基礎構造により上部構造を支える建築物の構造を計算する装置において，前記基礎構造の力学

モデルを作成する作成手段と，計算する手段を備え，布基礎についてのデータを受け付け，そ

れについて計算するものである点。

(ｲ) コンピュータに，前記建築物を支持すべく杭を打設する又は杭状地盤改良を行う箇所

の配置，及び前記杭又は前記杭状地盤改良の特性を受け付けさせるステップをさらに備え，前
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記作成ステップは，コンピュータに，前記基礎スラブの全面を分割する節点のうち，前記杭を

打設する又は前記杭状地盤改良を行う箇所に対応する節点を除く節点と，建築物を支える地盤

との間に，前記受け付けさせた地盤特性を示すばね要素，又は前記杭若しくは前記杭状地盤改

良された地盤により支持される前記基礎構造の特性を考慮したばね要素を想定して前記基礎構

造の力学モデルを作成させるべくなしてある点。

イ 相違点についての判断

(ｱ) 相違点(ｱ)について

本件発明１ないし５についての上記検討を勘案しつつ，上記相違点について検討すると，上

記相違点は，当業者が容易に推考し得ることである。

(ｲ) 相違点(ｲ)について

本件発明３についての上記検討を勘案しつつ，上記相違点について検討すると，上記相違点

は，当業者が容易に推考し得ることである。

そして，これら相違点を総合的に考慮しても当業者が推考し難い格別のものであるとするこ

とはできず，また本願発明（判決注：「本件発明６」の誤記であると認められる。）の効果に

ついてみても，上記構成の採用に伴って当然に予測される程度のものにすぎず，格別顕著なも

のがあるともいえない。

(9) 本件発明７について

ア 本件発明７と引用発明との対比

本件発明１，２，４についての上記検討を勘案しつつ，本件発明７と引用発明とを対比する

と，上記(2)エによれば，引用例２には，処理を行うための手順をコンピュータ言語で表現し

たプログラムを，フロッピーディスクやＣＤＲＯＭ等の適宜の記録媒体に記録する点について

も記載があるから，両者は，

「７Ａ’コンピュータに，基礎構造により上部構造を支える建築物の構造を計算させるための

コンピュータプログラムを記録してあるコンピュータでの読み取りが可能な記録媒体において，

７Ｂ コンピュータに，上部構造の架構を受け付けさせる第１受付ステップと，

コンピュータに，前記上部構造に作用する荷重を受け付けさせる第２受付ステップと，



- 29 -

コンピュータに，前記第１受付ステップにより架構を受け付けさせた上部構造に，前記第２受

付ステップにより受け付けさせた荷重が作用することによって生じる応力及び変形を計算させ

る計算ステップと，

７Ｃ コンピュータに，基礎構造の形状及び地盤特性を受け付けさせる第３受付ステップと，

７Ｄ コンピュータに，前記計算ステップにより計算させた応力を含む，前記基礎構造に作用

する荷重を受け付けさせる第４受付ステップと，

７Ｅ’コンピュータに，前記基礎構造の力学モデルを作成させる作成ステップと，

７Ｆ’コンピュータに，前記第３受付ステップにより形状を受け付けさせた基礎構造に，前記

第４受付ステップにより受け付けさせた荷重が作用することによって生じる応力を，前記作成

ステップにより作成させた力学モデルを用いて計算させるステップと

７Ｇ を実行させるコンピュータプログラムを記録してあることを特徴とするコンピュータで

読み取りが可能な記録媒体。」で一致し，以下の点で相違する。

(ｱ) 本件発明７が，「面状の基礎スラブを有する」基礎構造により上部構造を支える建築

物の構造を計算させるためのコンピュータプログラムを記録してあるコンピュータでの読み取

りが可能な記録媒体において，「前記基礎スラブの全面を分割する節点と，建築物を支える地

盤との間に，前記第３受付ステップにより受け付けさせた地盤特性を示すばね要素を想定し

て」前記基礎構造の力学モデルを作成させる作成ステップと，「有限要素法により」計算させ

るステップを実行させ，面状の基礎スラブを有する基礎構造についてのデータを受け付け，そ

れについて計算するものであるのに対し，引用発明のものは，基礎構造により上部構造を支え

る建築物の構造を計算する装置において，前記基礎構造の力学モデルを作成する作成手段と，

計算する手段を備え，布基礎についてのデータを受け付け，それについて計算するものである

点。

イ 相違点についての判断

本件発明１，２，４についての上記検討を勘案しつつ，上記相違点について検討すると，上

記相違点は，当業者が容易に推考し得ることである。

(10) 本件発明８について
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ア 本件発明８と引用発明との対比

本件発明１ないし７についての上記検討を勘案しつつ，本件発明８と引用発明とを対比する

と，両者は，以下の点で相違する。

(ｱ) 本件発明８が，「面状の基礎スラブを有する」基礎構造により上部構造を支える建築

物の構造を計算させるためのコンピュータプログラムにおいて，「前記基礎スラブの全面を分

割する節点と，建築物を支える地盤との間に，前記受付ステップにより受け付けさせた地盤特

性を示すばね要素を想定して」前記基礎構造の力学モデルを作成させる作成ステップと，「有

限要素法により」計算させるステップ（を）実行させ，面状の基礎スラブを有する基礎構造に

ついてのデータを受け付け，それについて計算するものであるのに対し，引用発明のものは，

基礎構造により上部構造を支える建築物の構造を計算する装置において，前記基礎構造の力学

モデルを作成する作成手段と，計算する手段を備え，布基礎についてのデータを受け付け，そ

れについて計算するものである点。

イ 相違点についての判断

本件発明１ないし７についての上記検討を勘案しつつ，上記相違点について検討すると，上

記相違点は，当業者が容易に推考し得ることである。また本願発明（判決注：「本件発明８」

の誤記であると認められる。）の効果についてみても，上記構成の採用に伴って当然に予測さ

れる程度のものにすぎず，格別顕著なものがあるともいえない。

(11) 本件発明９について

本件発明１ないし３についての上記検討を勘案すれば，本件発明１ないし３は引用例１，２

から当業者が容易に推考し得たものといえ，当該発明の構造計算装置を用いた構造計算の結果

を反映させて建築された建築物も，他に格別のものがあるといえないから，やはり当業者が容

易に推考し得たものである。

(12) 審決の「むすび」

以上のとおりであるから，本件各発明は，引用発明及び引用例１に記載された発明に基づい

て当業者が容易に発明をすることができたものであるから，本件特許は，特許法２９条２項の

規定に違反してなされたものであり，同法１２３条１項２号に該当し，無効とすべきものであ
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る。

第３ 審決取消事由の要点

審決は，引用発明の認定をいずれも誤り本件各発明との一致点を誤認し，また，

各相違点についての判断をいずれも誤った結果，本件各発明に係る本件特許が特許

法２９条２項の規定に違反してされたものであると判断したものであるから，取り

消されるべきである。

１ 取消事由１（引用発明の認定の誤りによる一致点の誤認）

(1) 本件発明１及び２について

ア 「基礎構造の力学モデルを作成する作成手段」について

(ｱ) 審決は，本件発明１及び２と引用発明との各対比判断の前提として，「引

用発明は，基礎構造についてのなんらかの力学モデルの存在が認められるから，

『基礎構造の力学モデルを作成する作成手段』を備える」旨認定し，これを本件発

明１及び２と引用発明の一致点と認定した（前記第２の３(3)及び(4)の各ア）。

(ｲ)ａ しかしながら，引用発明には，「力学モデル」と認め得るものは存在し

ない。すなわち，基礎の強度計算に関し引用発明において行われることは，基礎の

１ｍ当たりに加わる圧縮力（力／長さ）の計算及びその計算結果が許容値よりも大

きいか小さいかについての判断のみであり（引用例２の段落【００３８】参照），

そこには，「割り算」という単純な計算があるのみである。

ｂ そもそも，引用発明においては，後記イのとおり，基礎構造に生じる応力が

計算されることはなく，地盤の検討が行われるのみであるから，当該応力を算出す

るために必要な「力学モデル」は不要であり，存在し得ないものである。

ｃ したがって，引用発明は，「基礎構造の力学モデルを作成する作成手段」を

備えるものではないから，審決の上記認定は誤りである。

(ｳ) 被告は，「原告主張に係る『力学モデル』の意味するところは不明であ

る」と主張する。

しかしながら，構造物の構造計算を行う場合において，コンピュータを利用する
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か否かにかかわらず，「力学モデル」が必須の概念であることは，当業者に周知の

事項であり，「力学モデル」との用語も，一般的な技術用語である（なお，「解析

モデル」，「構造モデル」などと表現されることもある。）。

構造物の構造計算（構造解析）を行うに当たっては，現実の構造物自体を解析す

ることはできないから，構造物の力学的特性や荷重・外力の力学的特性を抽象化し

てモデル化する必要がある。本件各発明を例にとると，支持地盤は，節点ばねにモ

デル化して支点モデルとしており，べた基礎は，メッシュ分割した解析モデルとし

て有限要素法により解析しており，荷重については，柱軸力は集中荷重にモデル化

し，線状に掛かる壁荷重等は分布荷重にモデル化しているところ，これらの支点モ

デル，解析モデル，荷重モデル等を総称して，「力学モデル」という。

すなわち，構造物の構造計算においては，荷重・外力の特性及び構造物の特性を

構造計算用に抽象化し，構造計算を可能にする概念に再現したものが「力学モデ

ル」である。

このように，「力学モデル」の意味するところは明確であるから，被告の上記主

張は失当である。

イ 「基礎構造に生じる応力を計算する手段」について

(ｱ) 審決は，上記各対比判断の前提として，「引用発明は，『基礎構造に生じ

る応力を計算する手段』を備える」旨認定した（前同）。

(ｲ)ａ ここで，「応力」とは，株式会社岩波書店平成５年１２月６日発行（社

団法人日本建築学会編）の「建築学用語辞典」（乙９。以下「建築学用語辞典」と

いう。）によれば，「外力が作用する物体内に単位面積の任意の仮想面を考えたと

き，これに作用する力」又は「外力が作用する物体の内部に生じる軸（方向）力，

せん断力，曲げモーメントなどの総称。内力ともいう」とされている。

ｂ ところが，引用例２の記載中，基礎について言及している部分は，段落【０

０３６】ないし【００４２】のみであって，そこには，「応力」についての記載は

なく，その他，引用例２には，基礎構造に生じる応力を計算するとの技術的思想は
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存在しない。

ｃ なお，引用例２の段落【００３８】に記載された「基礎の１ｍ当たりに加わ

る圧縮力」とは，基礎に掛かる地盤からの反力，すなわち，「外力」であり，本件

発明１及び２における「基礎構造（の内部）に生じる応力」ではない。

引用発明においては，基礎の有効長さに柱からの軸力が作用して基礎に圧縮力が

加わるとし，これが許容値の範囲内であるか否かの判定がされているところ，許容

値は，基礎形状と支持地盤の地耐力により決定されるものであるから，基礎が支持

地盤に及ぼす接地圧を計算しなければならない。そして，接地圧は，上記軸力から

生じる圧縮力に，有効長さの基礎の自重と基礎に載っている土被りの重量を加えた

ものとして算出されるものであるが，引用例２には，このような算出方法について

の説明が全くない。

ｄ また，引用例２においては，「基礎の強度」などの表現がみられるが（段落

【００３６】，【００３９】等），その実質は，基礎を支持する「地盤の強度」で

ある。なぜなら，引用例２において，基礎の強度の判定基準とされている許容値は，

地耐力であるところ，地耐力を判定基準とする判定対象は，地盤以外にあり得ない

からである（標準設計による布基礎に基づく引用発明においては，基礎の強度が特

に問題となることはなく，基礎は重量だけの存在としてとらえられ，上部構造から

加わる柱軸力と地耐力とを比較検討すれば足りるとされているものと考えられ

る。）。

ｅ なお，被告は，「外力と応力を区別して論じる意味はない」と主張するが，

外力により基礎構造に生じる応力を計算しなければ基礎構造の強度を判定すること

はできないのであるから，基礎構造の強度の判定において，外力と応力は，区別し

て論じなければならないものである。

ｆ 以上のとおり，引用発明においては，地盤についての検討はされているもの

の，基礎に生じる応力が計算されているものではないから，審決の上記(ｱ)の認定

は誤りである。
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(ｳ) 被告は，「本件明細書にも，『基礎構造（の内部）に生じる応力を計算す

る手段』を具体的に説明する記載はみられない」と主張するが，本件明細書及び本

件特許に係る図面（甲３）には，マットスラブの全面をメッシュ分割し，有限要素

法によって応力を計算することが十分に記載されている（段落【００４０】ないし

【００４６】，図５ないし図１１等）。

(2) 本件発明３について

本件特許に係る請求項３（以下，本件特許に係る請求項に言及するときは，単に，

「請求項３」などという。）は，請求項１又は２を引用し，杭の打設又は杭状地盤

改良がある場合についての限定事項を付したにすぎないものであるから，本件発明

３についても，審決は，上記(1)のとおり，引用発明の認定を誤ったものである。

(3) 本件発明４ないし６について

請求項４又は５と請求項６との関係は，請求項１又は２と請求項３との関係が，

発明のカテゴリーを変えてそのまま繰り返されているにすぎないものであるから，

本件発明４ないし６についても，審決は，上記(1)のとおり，引用発明の認定を誤

ったものである。

(4) 本件発明７及び８について

請求項７又は８は，請求項１又は２を，発明のカテゴリーを「記録媒体」として

書き直したにすぎないものであるから，本件発明７及び８についても，審決は，上

記(1)のとおり，引用発明の認定を誤ったものである。

(5) 本件発明９について

請求項９は，請求項１ないし３を引用したにすぎないものであるから，本件発明

９についても，審決は，上記(1)のとおり，引用発明の認定を誤ったものである。

２ 取消事由２（相違点についての判断の誤り）

審決は，引用発明と引用例１に記載された発明とを組み合わせることにより，本

件各発明と引用発明との各相違点につき，いずれも，「当業者が容易に推考し得る

ことである」旨判断したが，以下のとおり，これらの判断は誤りである。
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(1) 審決の判断手法について

ア 審決は，いわば，本件各発明のある構成が引用例２に記載され，他の構成が

引用例１に記載されていることをもって，各相違点に係る本件各発明の構成につき，

当業者が容易に推考し得ると安易に判断したものである。

イ しかしながら，発明は，各構成要素の有機的な結合により一定の作用効果を

奏するものであるから，たとえ，各構成要素が複数の刊行物に記載されていたとし

ても，当業者が，複数の刊行物の記載を論理的に組み立てて当該発明に容易に想到

することができない場合もある。したがって，各刊行物に開示された構成を組み合

わせることの容易性については，より緻密で的確な判断が求められるというべきで

あり，本件においては，引用例１に記載された技術を引用発明に組み合わせようと

する動機付けがあるか否かについての検討がされなければならない。

ウ なお，審決は，当該組合せの容易性の判断において，「引用例１のパイルド

・ラフト基礎も『面状の基礎スラブを有する』ものに相違なく，本件特許請求の範

囲の請求項１の記載に，必ずしも杭があるものを排除する規定があるわけでもな

い」ことを理由としているが，このような事項は，当該組合せの容易性を根拠付け

る理由となるものではない（上記理由の前段部分は，「パイルド・ラフト基礎も直

接基礎の一種に相違ない」と言うに等しく，当業者がそのような発想をすることは

あり得ないし，後段部分についても，べた基礎に杭を組み合わせれば別の基礎にな

ってしまうのであるから，当業者が「請求項１の記載は，杭があるものを排除して

いない」などと発想することはあり得ない。）。

(2) パイルド・ラフト基礎において検討される事項と引用発明において検討さ

れる事項について

引用例２には，基礎構造について，「布基礎であって」との記載（段落【００３

６】）があるのみであり，その他の基礎構造形式については何らの示唆もないとこ

ろ，べた基礎（面状の基礎スラブ）であれば，基礎構造について，引用発明と同様

に，地耐力及び圧縮力を検討するのみで足りるとすることも可能であるから，当業
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者において，引用発明と組み合わせようと動機付けられる他の基礎構造形式がある

とすれば，それは，せいぜい，べた基礎にとどまるというべきである。

これに対し，引用例１に記載されたパイルド・ラフト基礎は，面状の基礎スラブ

を有するものではあるものの，摩擦杭が重要な役割を担うものであり，直接基礎と

摩擦杭による支持力の分担比率が重要な検討テーマとなるものであるから，パイル

ド・ラフト基礎においては，基礎構造について，地耐力及び圧縮力を検討すること

のみで足りるということはあり得ない。また，パイルド・ラフト基礎は，べた基礎

と摩擦杭基礎との複合基礎であるから，べた基礎部分と杭基礎部分をそれぞれ構造

解析して単純に結果を足せばよいというものでもない（両部分が相互に影響しあう

第３の基礎として，独自の解析方法が必要とされるものである。）。

以上からすると，当業者において，引用発明にパイルド・ラフト基礎を組み合わ

せようとする動機付けが生じる余地はないというべきである。

(3) 地盤特性情報に基づいて基礎構造の計算・設計を行うとの技術的思想につ

いて

布基礎は，単純な構造を有する基礎であって，標準設計の断面を採用すれば足り，

幅の大小等を除くほか，個別の設計の必要がほとんどないものであるから，引用発

明においては，基礎構造そのものの計算・設計に関して他の資料を参照しようとす

る動機付けが生じる余地はなく，ましてや，引用発明から，地盤特性を示すばね要

素を想定して基礎構造の力学モデルを作成し，有限要素法を利用して基礎構造に生

じる応力を計算することを想起することは，およそ考え難いというべきである。

(4) パイルド・ラフト基礎の特殊性について

建築設計実務においては，通常，建築物を支える支持地盤が地表面近くにある敷

地であれば直接基礎が，当該支持地盤が地中深くにある敷地であれば杭基礎（支持

杭が主流である。）がそれぞれ選択されるものであるところ，確実に施工すること

ができる杭先端の地下深度は地表下４０ｍ程度までと言われており，一般に，当該

深度が地表下２０ｍ以深となる場合には慎重な検討が必要とされている。
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支持層が更に深く，支持杭を支持層に到達させることが困難な敷地においては，

沈下を覚悟した上，摩擦杭が選択されることになるが，そのうち，一定の条件を満

たす場合に初めて，パイルド・ラフト基礎が選択されることになる。

このように，パイルド・ラフト基礎は，極めてまれな，特殊なケースにおいて，

やむを得ず選択されるものであって，基礎形式を選択する際の標準の判断基準とな

り得るものではない。換言すれば，パイルド・ラフト基礎は，それが真に必要な敷

地でなければ，選択されることはあり得ない。

したがって，当業者が，布基礎に基づく引用発明に，パイルド・ラフト基礎に係

る引用例１に記載された発明を組み合わせようと発想することはあり得ないという

べきである。

(5) 引用例１における設計指針の示し方について

ア 引用例１は，その目次からも明らかなとおり，直接基礎，杭基礎及び併用基

礎（パイルド・ラフト基礎は，この一例である。）のそれぞれについて，設計指針

を示すものである。

ところで，審決が適用した引用例１記載の計算方法は，杭を打設するパイルド・

ラフト基礎に関するものであるから，布基礎に関する引用発明に接した当業者が参

照するのは，パイルド・ラフト基礎に係る記載ではなく，引用例１の「第５章 直

接基礎」の記載，特に，「５．６節 基礎部材の設計」の記載であるはずである。

そして，「５．６節 基礎部材の設計」の内容をみても，本件各発明が対象とす

るべた基礎について，以下の記載があるのみであり，各相違点に係る本件各発明の

構成，特に，本件発明１の構成１Ｅ及び１Ｆについて示唆するような記載は全くな

い（なお，併用基礎（パイルド・ラフト基礎）の場合に，直接基礎部分と杭基礎部

分をそれぞれ構造解析して結果を足せばよいというものでないことは，上記(2)の

とおりである。）。

「べた基礎の基礎スラブは一様な接地圧（基礎スラブ部分の自重を含まない値）を受ける周

辺固定長方形スラブとして算定する。基礎梁の算定にあたって，その負担する接地圧の区域は
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図５．６．７（ｂ）に示したように上部構造の床梁の設計におけるものと同様の取り扱いをす

ればよい。これに，上部構造から柱脚に伝わる荷重および不同沈下により生じる応力を加味し

て算定する。」（１７１頁２～５行）

イ なお，審決が適用した引用例１記載の計算方法は，杭を打設するなどする場

合に係る本件発明３において検討の対象となるものではあるが，請求項３は，請求

項１又は２の従属項であるから，本件発明１及び２について，当該計算方法と引用

発明との組合せの容易性が否定される以上，本件発明３についても，当該容易性は

否定されることになる。

(6) 被告の主張について

被告は，「引用例２には，基礎構造に上部構造の荷重が作用することによって生

じる応力をコンピュータで計算することが，具体的なインタフェースを例示した上，

詳細に説明されている」と主張するが，引用例２には，そのような記載は存在しな

い。

第４ 被告の反論の骨子

１ 取消事由１（引用発明の認定の誤りによる一致点の誤認）に対して

(1) 「基礎構造の力学モデルを作成する作成手段」について

ア 原告の主張

原告は，「引用発明は，『基礎構造の力学モデルを作成する作成手段』を備える

ものではない」と主張する。

イ 原告主張に係る「力学モデル」の意味するところが不明であること。

「力学モデル」との用語は，技術的に明確な意義を有するものではないところ，

本件明細書には，「力学モデル」に関し，「基礎スラブと建築物を支える地盤との

間にばね要素を想定した前記基礎構造の力学モデル」との表現がみられるのみであ

り，「力学モデル」の技術的意義を定義した記載はないし，「前記基礎構造の力学

モデルを作成する作成手段」又は「前記基礎構造の力学モデルを作成させる作成ス

テップ」との本件各発明の構成が，いかなるデータをどのように処理して何を作成
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するものであるのかについて説明する記載もみられない。

以上からすると，原告主張に係る「力学モデル」の意味するところは不明である

といわざるを得ない。

ウ 請求項１の記載から認められる本件各発明の「力学モデル」の技術的意義

(ｱ) 請求項１のうち，１Ａ，１Ｅ及び１Ｆの記載によれば，本件各発明の「力

学モデル」について，次のことが認められる。

ａ 本件発明１は，建築物の構造計算を行う「装置」の発明であり（１Ａ），コ

ンピュータを用いたものであること。

ｂ 「力学モデル」は，コンピュータの内部に設けられた作成手段により作成さ

れ，コンピュータ内部に保存されるものであること（１Ｅ）。

ｃ 「力学モデル」は，基礎構造に上部構造の荷重が作用することによって生じ

る応力を計算する手段として使用されるものであること（１Ｆ）。

(ｲ) 上記(ｱ)によれば，本件各発明の「力学モデル」は，上記(ｱ)ｃの応力の計

算機能をコンピュータに与える演算モジュール（演算式を処理順に配列したコンピ

ュータプログラムであり，入力データを受け付け，設定されたパラメータに従って

演算をし，結果を出力するもの）であると解釈するのが相当である。

エ 引用発明における「力学モデル」と本件各発明におけるそれとの比較

(ｱ) 引用発明における「力学モデル」

引用例２の段落【００３７】及び図２１には，コンピュータに，地耐力，基礎形

状，長さ及び上部構造から基礎構造に加わる軸力を入力するとの記載があり，演算

モジュールの演算処理に使用するデータとパラメータが例示されている。

また，段落【００３８】及び図２２には，演算モジュールの動作（基礎の１ｍ当

たりに加わる圧縮力の計算）と出力データが示されており，段落【００４２】には，

圧縮力と許容値とを比較して，基礎の強度を判定することが記載されている。

(ｲ) 本件各発明における「力学モデル」

本件明細書の段落【００３７】には，コンピュータが，上部構造を支える基礎構
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造の形状，部材の配置，地盤特性及び基礎構造に作用する荷重を受け付けるとの処

理を実行する旨の記載があり，段落【００３８】には，マットスラブ厚，マットス

ラブの立上がり，束柱等の形状及び配置，杭を打設する箇所又は杭状地盤改良を行

う箇所の配置，地盤特性を示すばね定数並びに杭の変形特性又は杭状地盤改良の特

性を受け付けるとの記載があるところ，これらは，演算モジュールの演算処理に使

用するデータとパラメータに相当する。

また，段落【００４６】には，マットスラブに生じる変位と応力の分布を計算す

る旨が記載されているところ，これは，演算モジュールの動作に相当する。

なお，段落【００４７】には，この結果をべた基礎の許容応力や許容沈下量と比

較する旨が記載されているところ，これは，引用発明におけるのと同様，基礎の強

度の判定をすることに外ならない。

(ｳ) 上記(ｱ)及び(ｲ)のとおり，引用発明における演算モジュールも本件各発明

におけるそれも，ともに，基礎構造に上部構造の荷重が作用することによって生じ

る応力を計算する手段であるといえる。

オ 小括

以上からすると，引用発明は，「基礎構造の力学モデルを作成する作成手段」を

備えているといえるから，原告の上記アの主張は理由がない。

(2) 「基礎構造に生じる応力を計算する手段」について

原告は，「引用例２に記載された『基礎に加わる圧縮力』は，基礎に掛かる『外

力』であり，本件発明１及び２における『基礎構造（の内部）に生じる応力』では

ない」旨主張する。

しかしながら，引用発明においても本件発明１及び２においても，基礎構造に加

わる外力をデータとして入力し，基礎構造計算を実行している。また，基礎に外力

が加わると，これに対応する内力が生じるのであるから，両者を区別して論じる意

味はない。さらに，本件明細書にも，「基礎構造（の内部）に生じる応力を計算す

る手段」を具体的に説明する記載はみられない。
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以上からすると，原告の上記主張は理由がない。

２ 取消事由２（相違点についての判断の誤り）に対して

(1) 引用例１に記載されたパイルド・ラフト基礎を引用発明に組み合わせる動

機付けについて

原告は，引用例１に記載されたパイルド・ラフト基礎が特殊なものであり，これ

を，布基礎の構造計算に係る引用発明に組み合わせようとする動機付けが生じる余

地はない旨主張する。

しかしながら，審決は，引用発明と，引用例１に記載されたパイルド・ラフト基

礎の発明との組合せが容易であると判断しているのではなく，引用発明に，引用例

１の一部に記載された所定の計算理論を適用することが容易であると判断している

のであるから，原告の上記主張は，審決の理由を正解しないものとして失当である。

(2) 引用例１に記載された計算理論と引用発明との組合せの容易性について

引用例１は，当業者に広く配布されて利用されることを目的として作成されたも

のであるところ，その３４６頁には，本件発明１の構成１Ｅにいう想定に基づき，

同発明の構成１Ｆにいう有限要素法を用いて建物の構造計算を行う方法が明記され

ている。また，引用例１において，この解析法は，コンピュータを使用することを

前提に説明されている。

他方，引用例２には，基礎構造に上部構造の荷重が作用することによって生じる

応力をコンピュータで計算することが，具体的なインタフェースを例示した上，詳

細に説明されている。なお，引用例２に記載された機能を有する構造計算装置は，

汎用的なものである。

以上からすると，引用例１に記載された計算理論を引用発明に適用することには，

何の困難性もないというべきである。

(3) 本件各発明における「各構成要素の有機的な結合による作用効果」につい

て

ア 原告は，「発明は，各構成要素の有機的な結合により一定の作用効果を奏す
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るものである」とした上，「当業者において，引用発明と組み合わせようと動機付

けられる他の基礎構造形式があるとすれば，それは，せいぜい，べた基礎にとどま

る」，「当業者において，引用発明にパイルド・ラフト基礎を組み合わせようとす

る動機付けが生じる余地はない」と主張する。

イ しかしながら，本件明細書には，本件各発明の各構成要素がその有機的な結

合により一定の作用効果を奏することの根拠となる記載はみられない。

また，本件各発明が採用する計算理論と，引用例１の一部に記載された計算理論

とが一致することは明らかであり，後者の計算理論をそのまま引用発明に適用する

こと（すなわち，引用例１に記載された計算理論から杭基礎に係る部分を除くこ

と）に困難性はないというべきである。

さらに，本件明細書には，べた基礎と杭とを組み合わせた基礎も本件各発明の範

疇に含まれるとの記載（段落【００３８】）があるのであるから，原告の上記主張

は，明細書の記載に基づかないものである。

なお，本件明細書の記載中，本件発明１の構成１Ｅ及び１Ｆについて説明した部

分は，引用例１に記載された技術と引用例２に記載された技術を単に組み合わせた

もの以上の技術を含むものではない。

以上のとおり，本件各発明は，「各構成要素の有機的な結合」により格別の作用

効果を奏するものとはいえないから，原告の上記主張は理由がない。

第５ 当裁判所の判断

１ 取消事由１（引用発明の認定の誤りによる一致点の誤認）について

(1) 「基礎構造の力学モデルを作成する作成手段」について

ア 原告は，引用発明に「力学モデル」と認め得るものは存在しないとして，引

用発明が「『基礎構造の力学モデルを作成する作成手段』を備える」旨の審決の認

定は誤りであると主張するので，以下，まず，本件発明１における「力学モデル」

の技術的意義について検討し，次いで引用発明について検討する。

イ 本件発明１における「基礎構造の力学モデル」の技術的意義
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前記第２，２記載の本件特許に係る請求項１の記載によれば，「基礎構造の力学

モデル」は，「第１受付手段により受け付けた地盤特性を示すばね要素を想定し

て」作成されるもの（１Ｅ）であり，「・・・応力を，前記作成手段により作成し

た力学モデルを用いて有限要素法により計算する」（１Ｆ）ものと規定されている

ところ，以上によれば，本件発明１における「力学モデル」とは，「応力」を計算

するための演算式を意味するものと解することができる。そこでさらに本件明細書

の記載について検討するに，「演算を行うＣＰＵ１１」（段落【００３０】３行）

に関し，「・・・入力された基礎構造形状，部材配置，地盤特性に基づき，ＣＰＵ

１１は，マットスラブの全面を分割した節点と地盤との間に地盤特性を示すばね要

素を想定してなる力学モデルを作成する（ステップＳ２１０）。ここで，基礎構造

が，杭支持又は深層地盤改良を行っている場合は，ＣＰＵ１１は，マットスラブの

全面を分割した節点のうち，杭を打設する・・・ばね要素を想定してなる力学モデ

ルを作成する。」（段落【００４０】）との記載が認められるところ，上記記載に

よれば，「力学モデル」はＣＰＵ１１が上記の各考慮要素を踏まえて作成するもの

であるが，その具体的内容までは明らかではなく，本件明細書のその余の記載を検

討しても，上記以上の内容を確定することはできない。

したがって，以上によれば，本件発明１における「基礎構造の力学モデル」ある

いは「力学モデル」とは，基礎構造の力学的解析（計算）を行うため，対象（基礎

構造や，それに作用する荷重，外力等であり，現実には，複雑な三次元の具体性を

有するものである。）の力学的特性を抽象化して表現した演算式であると理解する

のが相当である。

ウ 引用発明における「基礎構造の力学モデル」の有無

(ｱ) 本件各発明と技術分野を同じくする「住宅の構造計算支援方法」と称する

発明に関する引用例２（甲２）には，次の各記載及び図示がある。

ａ「【発明の利用分野】本発明は，住宅の設計時にコンピュータを用いて梁，柱及び基礎の

強度の判定を行えるようにした住宅の構造計画支援方法に関するものである。」（段落【００
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０１】）

ｂ「【課題を解決するための手段】本発明は，・・・コンピュータを用いて，住宅の設計及

び強度計算等を簡単に行うことのできる住宅の構造計画支援方法を提供することを目的とする。

そのため，請求項１に係る構造計画支援方法は，コンピュータの画面上で住宅の仕様データ及

び形状データを入力し，且つ前記形状データ中に梁及び柱を入力した後，前記梁に対する荷重

の載加位置及び荷重の大きさを入力し，これらの入力データに基いて前記コンピュータに所望

の梁の曲げ及びたわみを計算させて計算結果を前記画面上に表示させ・・・るようにしたこと

を特徴とするものである。」（段落【０００４】）

ｃ「請求項２に係る住宅の構造計画支援方法は，請求項１の方法において，前記入力データ

に基いて前記コンピュータに前記柱に加わる圧縮力を計算させて計算結果を前記画面上に表示

させ・・・るようにしたことを特徴とするものである。」（段落【０００６】）

ｄ「請求項３に係る住宅の構造計画支援方法は，請求項１又は２の方法において，前記入力

データに加えて，前記住宅の基礎の形状及び大きさを入力するとともに，前記住宅の柱から前

記基礎に加わる軸力の大きさを入力し，これらの入力データに基いて前記コンピュータに基礎

に加わる圧縮力を計算させて計算結果を前記画面上に表示させ・・・ることを特徴とするもの

である。」（段落【０００８】）

次に，・・・屋根形状を入力する。この場合，パソコンの画面に図８に示す屋根形状ｅ「

入力画面を表示させる。ここでは，屋根の形状が，例えば，タイプ１からタイプ９の９通りに

分類され，各タイプ毎の形状モデルが前記屋根形状入力画面の右端部近傍に表示される。操作

者は，Ｘ方向及びＹ方向の各々について，屋根がタイプ１乃至タイプ９のいずれに属するかを

選択して，パソコンに入力する。」（段落【００１３】）

ｆ 図８
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ｇ「ここでは，基礎の内，前記３本の柱４ａ乃至４ｃを支持する部位の強度を判定する。前

記住宅の基礎５は，図２０に示すような布基礎であって，大略断面逆Ｔ字形を成し，幅方向中

間部が上向きに突出している。・・・

パソコンへの入力時には，画面に図２１に示す基礎データ入力画面を表示させ，まず，地耐

力を選択する。・・・ここでは，・・・例えば，５ｔ／ｍ を選択する。続いて，強度判定を
２

行う部分の基礎形状を１乃至４の４種類のパターン（直線型，Ｌ型，Ｔ型，十字型）から選択

して表中に入力するとともに，ａ乃至ｄの部位の長さ（単位ｍ）を表中に入力する。更に，長

期軸力，短期積雪軸力及び短期水平軸力の欄には，・・・各柱４ａ乃至４ｃから各々の支持部

位５ａ乃至５ｃに加わる軸力を入力する。

基礎データの入力が終了すると，パソコンは長期荷重時，短期積雪荷重時及び短期水平荷重

時の各々について，基礎５の１ｍ当たりに加わる圧縮力を計算し，図２２に示すように，計算

結果一覧として表示する。表中の左端の許容値は，許容圧縮力であって，この許容圧縮力は地

耐力の大きさによって異なるが，ここでは，地耐力５ｔ／ｍ の場合の値が表示されている。
２

パソコンにより計算された長期荷重時，短期荷重時の圧縮力がこの許容値より小さい場合は，
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表中の右端の判定欄の判定結果が○となる。

前記基礎の圧縮力の判定結果が全て○となれば，・・・基礎の強度チェックが全て終了す

る。」（段落【００３６】～【００３９】）

ｈ 図２１

ｉ 図２２
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(ｲ) 上記(ｱ)のとおり，引用発明においては，基礎の強度を判定するため，基礎

の長さ１ｍ当たりに加わる圧縮力を計算することとし，当該計算において用いる要

素（データ）を，住宅の仕様及び形状（梁及び柱を含む。），梁に対する荷重の載

加位置及び大きさ，基礎の形状及び大きさ，地耐力並びに柱から基礎に加わる軸力

の大きさとした上，屋根の形状については，Ｘ方向及びＹ方向につき各９通りのタ

イプから，地耐力については，３つの値から，基礎の形状については，４種類のパ

ターンからそれぞれ選択することとし，また，基礎の大きさについては，長さのみ

を入力することとするほか，当該４種類のパターンごとに，長さを入力すべき基礎

中の部位を２箇所ないし４箇所としているのであり，さらに，上記各要素に基づい

て上記圧縮力を計算する際に，これらの要素を力学的に正しく考慮するための演算

式が不可欠であることは明らかであるから，引用発明においても，基礎構造の力学

的解析（計算）を行うため，対象の力学的特性を抽象化して表現した演算式，すな

わち，「基礎構造の力学モデル」が存在することは明らかというべきである。

(ｳ) 原告は，引用発明に「力学モデル」が存在しないことの根拠として，引用

発明には，基礎の長さ１ｍ当たりに加わる圧縮力を計算するための「力／長さ」と

いう単純な割り算が存在するのみである旨主張するが，上記(ｲ)において説示した

ところに照らせば，原告の上記主張は，当該圧縮力の計算の最終段階のみをとらえ

たものにすぎないというべきであるから，これを採用することはできない。

また，原告は，引用発明に「力学モデル」が存在しないことの根拠として，引用

発明においては，基礎構造に生じる応力が計算されることはない旨主張するが，原

告の上記主張に理由がないことは，後記(2)において説示するとおりである。

エ 小括

以上のとおりであるから，引用発明に「力学モデル」が存在しないことを前提と

して，引用発明の認定誤りによる一致点の誤認をいう原告の上記アの主張は，その

前提を欠くものとして失当であるといわざるを得ない。

(2) 「基礎構造に生じる応力を計算する手段」について
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ア 原告は，引用発明においては「基礎構造に生じる応力」が計算されていない

として，引用発明が「『基礎構造に生じる応力を計算する手段』を備える」旨の審

決の認定は誤りであると主張するので，以下検討する。

イ 「応力」の技術的意義

建築学用語辞典（乙９（６９頁））によれば，「応力」とは，「①外力が作用す

る物体内に単位面積の任意の仮想面を考えたとき，これに作用する力。②外力が作

用する物体の内部に生じる軸（方向）力，せん断力，曲げモーメントなどの総称。

内力ともいう」をいうものと認められる（原告も，この点を争うものではない。）。

ウ 引用発明における「基礎構造に生じる応力」の計算の有無

(ｱ) 前記(1)ウ(ｱ)のとおり，引用発明においては，布基礎に加わる「圧縮力」

を計算することとされている。これは，柱から布基礎（柱を支持する部位）に加わ

る軸力等に基づいて算出され，その単位は，１ｍ当たりの力（ｋｇ／ｍ）とされて

いる。

ところで，布基礎が一定の幅を有するものであることは明らかであるところ，原

告の主張によれば，布基礎は標準設計によるものであるから，結局，布基礎の長さ

１ｍ当たりに加わる「圧縮力」とは，布基礎の所定の単位面積当たりに加わる「圧

縮力」であるということができる（なお，引用例２の段落【００３０】～【００３

２】によれば，柱に加わる「圧縮力」については，その単位が，ｋｇ／ｍ とされ２

ている。）

加えて，前掲建築学用語辞典（１０頁）によれば，「圧縮力」とは，「物体に作

用する外力が互いに押し合う方向に作用したときに物体内に生じる軸（方向）力」

とされており，これは，上記イの「応力」に含まれるものと認められることをも併

せ考慮すると，引用発明においても，「基礎構造に生じる応力」の計算がされてい

るものと認めるのが相当である。

(ｲ) 原告は，引用例２に記載された「基礎の１ｍ当たりに加わる圧縮力」は

「外力」であって「応力」ではない旨主張するが，上記(ｱ)の建築学用語辞典上の
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「圧縮力」の意義に照らし，これを採用することはできない。

エ 小括

以上のとおりであるから，引用発明において「基礎構造に生じる応力」が計算さ

れていないとして，引用発明の認定に係る審決の誤りをいう原告の上記アの主張は，

失当である。

(3) よって，取消事由１は理由がない。

２ 取消事由２（相違点についての判断の誤り）について

(1) 原告は，引用例１に記載された発明を引用発明に組み合わせる動機付けが

ないなどとして，本件各発明と引用発明との各相違点につき，引用例１に記載され

た発明を引用発明に組み合わせることにより，いずれも「当業者が容易に推考し得

る」とした審決の判断は誤りである旨主張するので，以下検討する。

(2) 本件各発明及び引用発明と技術分野を同じくする「建築基礎構造設計指

針」と題する引用例１（甲１，乙８）の記載

ア 下記の各事実（前記第２の３（審決）(3)イの第１段落。以下，下記(ｲ)ない

し(ｴ)を「引用例１に記載されたパイルド・ラフト基礎に係る技術」という。）は，

いずれも当事者間に争いがない。

(ｱ) 下記(ｲ)ないし(ｴ)は，パイルド・ラフト基礎について記載されたものであ

ること。

(ｲ) 引用例１に記載された技術は，直接基礎部分については曲げ板要素や梁要

素等によりモデル化し，杭及び地盤については相互作用を考慮したばねでモデル化

するものであること。

(ｳ) 引用例１に記載された技術においては，直接基礎部分（本件発明１の「面

状の基礎スラブ」に対応するもの）の節点に建物荷重がかかり，地盤節点における

鉛直反力として地盤ばねが想定されていること。

(ｴ) 引用例１に記載された有限要素法は，直接基礎部分だけでなく杭及び地盤

についても有限要素によりモデル化するものであること。
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イ さらに，引用例１には，次の各記載がある。

(ｱ)「本指針は前述の設計法の変遷を念頭に置き，また現時点での技術水準で使用可能な設

計法を提案している。」（乙８の１頁下から１８～１７行）

(ｲ)「本指針に記述されている検討方法は最新の知見をまとめた平均的な水準のものであり，

設計者が最新の研究を十分に理解すれば，この指針で設計するよりもさらに目標性能に対応し

た合理的な設計が可能である。設計者は本書の内容に拘束されずに積極的に基礎構造関係の専

門書や本会や関連学会の会誌や論文集・・・で最新の研究成果を活用し，・・・合理的な設計

を行うことが技術の発展のためには一番重要なことである。」（乙８の３頁１～６行）

(ｳ)「基礎は，支持形式によってつぎのように分類される。

直接基礎

基礎 杭基礎

併用基礎

すなわち，基礎スラブからの荷重を直接地盤に伝える形式の基礎を直接基礎といい，杭を介

して地盤に伝える形式の基礎を杭基礎という。直接基礎と杭基礎を併用して用いる場合を併用

基礎と呼ぶ。

直接基礎は，基礎スラブの形式によって次のように分類される。

独立［フーチング］基礎

フーチング基礎 複合［フーチング］基礎

直接基礎 連続［フーチング］基礎

べた基礎

すなわち，まず建物の平面において，ある限られた面積を占める基礎スラブすなわちフーチ

ングによって，上部構造からの荷重を直接地盤に伝えるフーチング基礎と，フーチング基礎が

平面的に連続したもの，すなわち，上部構造からの荷重を単一の基礎スラブで直接に広範囲の

地盤に伝えるべた基礎の２つに分けられる。さらにまたフーチング基礎はそれが上部構造を支

持する状態によってつぎのような３種類に分類することができる。・・・壁または一連の柱か

らの荷重を帯状のフーチングによって支えているものを連続［フーチング］基礎あるいは布基
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礎と呼ぶ。」（乙８の５頁下から１４行～６頁６行）

(ｴ)「併用基礎は，異なる基礎形式である直接基礎と杭基礎の併用のしかたにより，異種基

礎とパイルドラフト基礎に分類される。・・・パイルド・ラフト基礎とは，複数の基礎形式

（直接基礎と杭基礎）を複合して１つの構造物に用いる併用基礎の形式を呼ぶ。」（乙８の７

頁下から１２～９行）

(ｵ)「パイルド・ラフト基礎は，・・・直接基礎と杭基礎の中間にあたる基礎形式で，その

中には直接基礎に近いもの，あるいは杭基礎に近いものも含まれる。このうち本節では，直接

基礎単独では設計上の要求性能を満足しない場合に，沈下量および不同沈下量を低減するため

の杭を直接基礎に付加してパイルド・ラフト基礎とすることにより，基礎全体としての荷重～

沈下性状の改善を図ろうとする場合を対象とする。この場合パイルド・ラフト基礎は，直接基

礎の適用範囲を拡大する基礎形式とも考えられる。」（甲１の３４０頁１～６行）

(ｶ)「直接基礎をパイルド・ラフト基礎とすることにより，一般に以下の点が改善される。

・基礎の平均沈下量および不同沈下量の低減

・荷重の偏心や予期しがたい表層の土質性状のばらつきによる基礎の全体傾斜の低減

・基礎梁，基礎スラブの曲げモーメント，せん断力の低減

・荷重が大きく異なる部分の境界部における沈下量差の低減

・基礎全体としての地盤破壊に対する支持力安全率の増加」（甲１の３４１頁１～６行）

(ｷ)「パイルド・ラフト基礎の要求性能を確認する際に必要となる，各要求性能レベルに対

応する代表的な検討項目を，表７．２に示す。表７．２中の検討項目は，直接基礎に対する検

討項目を基本とし，それに杭体，杭頭接合部などにかかわる項目を加えたものである。」（甲

１の３４１頁下から１０～８行）

(3) 引用例１に記載されたパイルド・ラフト基礎に係る技術の引用発明への適

用について

ア 前記１(1)ウ(ｱ)のとおり，引用発明は，布基礎についてのデータを受け付け，

それについて計算するものである（この点（審決が認定した本件発明１と引用発明

との相違点。前記第２の３(3)ア(ｲ)ａ）は，当事者間に争いがない。）。
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しかしながら，原告が主張するとおり，本件各発明の「面状の基礎スラブ」は，

べた基礎に相当するものであるところ，上記(2)イのとおり，布基礎とべた基礎と

は，共に直接基礎の一形式として採用されているものであり，引用発明の布基礎を

べた基礎に置き換えることは，当業者において容易に想到し得るものであったと認

められる（原告も，この点を強く争うものではない。）。

他方，上記(2)イのとおり，引用例１に記載された基礎設計法は，本件特許に係

る優先日当時の技術水準で使用可能なものであること，引用例１に記載された検討

方法は，平均的な水準のものであり，設計者が最新の研究を十分に理解すれば更に

目標性能に対応した合理的な設計が可能であること，べた基礎を含む直接基礎も，

パイルド・ラフト基礎を含む併用基礎も，共に基礎の一形式として採用されている

ものであること，パイルド・ラフト基礎は，直接基礎と杭基礎の中間に当たる基礎

形式であり，直接基礎に近いものも含まれること，引用例１において検討されるパ

イルド・ラフト基礎は，直接基礎単独では設計上の要求性能を満足しない場合に，

杭を直接基礎に付加することにより，基礎全体としての荷重～沈下性状の改善を図

ろうとするものであり，その意味で，直接基礎の適用範囲を拡大する基礎形式とも

考えられること，パイルド・ラフト基礎の要求性能に係る検討項目は，直接基礎に

係る検討項目を基本とするものであることに加え，本件全証拠によっても，引用例

１に記載されたパイルド・ラフト基礎に係る技術をべた基礎に適用することについ

ての阻害要因は認められないことをも併せ考慮すると，引用例１に記載されたパイ

ルド・ラフト基礎に係る技術を，上記のとおり布基礎をべた基礎に置き換えた引用

発明に適用し，各相違点に係る本件各発明の構成を採用することは，当業者におい

て容易に想到し得るものであったと認めるのが相当である。

イ 原告の主張について

(ｱ) 原告は，引用発明と組み合わせることが動機付けられる他の基礎形式があ

るとしても，それはべた基礎にとどまり，パイルド・ラフト基礎を引用発明に組み

合わせようとする動機付けが生じる余地はない旨主張するが，審決が引用発明に適
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用したのは，パイルド・ラフト基礎そのものではなく，前記(2)ア(ｲ)ないし(ｴ)の

とおり引用例１に記載されたパイルド・ラフト基礎に係る技術であるから，原告の

上記主張は，審決の内容を正解しないものとして失当である。

(ｲ) 原告は，布基礎に係る引用発明において，基礎構造そのものの計算・設計

に関して他の資料を参照しようとする動機付けが生じる余地はない旨主張し，また，

パイルド・ラフト基礎は，極めてまれな，特殊なケースにおいて，やむを得ず選択

されるものであるから，布基礎に係る引用発明に，パイルド・ラフト基礎に係る引

用例１に記載された発明を組み合わせようとする発想はあり得ない旨主張するが，

上記アのとおり，引用発明の布基礎をべた基礎に置き換えた上，そのような引用発

明に対し引用例１に記載されたパイルド・ラフト基礎に係る技術を適用して，各相

違点に係る本件各発明の構成を採用することが，当業者において容易に想到し得る

ものであったと認められる（なお，審決（前記第２の３(3)イの第２段落）も，

「建築分野において普通である面状の基礎スラブ」について，「引用例１に記載さ

れた所定の計算をすればいいのである」と判断しているところである。）のである

から，引用発明の布基礎をべた基礎に置き換え得ないことを前提にする原告の上記

各主張は，その前提を欠くものとして失当である。

(ｳ) 原告は，引用発明に接した当業者が参照する引用例１の記載は，パイルド

・ラフト基礎に係るものではなく，直接基礎に係るものである旨主張するが，上記

アにおいて説示したところに照らせば，そのようにいうことはできないから，原告

の上記主張を採用することはできない。

(4) よって，取消事由２は理由がない。

３ 結論

以上によれば，原告の請求は理由がないから，これを棄却することとして，主文

のとおり判決する。

知的財産高等裁判所第４部



- 54 -

裁判長裁判官

田 中 信 義

裁判官

浅 井 憲

裁判官

杜 下 弘 記


